












畠GES  2∞5年度「産業と環境」国際ワークショップ   

2005年度「産業と環境」国際ワークショップ報告書  

循環ビジネスに関する日独対話  

一地域社会における環境保全と産業振興の統合の視点から－  

日 時：Ⅹ沿5年11月2日（火） 14：（刀～17：罰  
場 所：JICA兵庫国際センター2Fブリーフィングルーム（神戸市中央区、HAT神戸地区）  

主 催：（財）地球環境戦略研究機関（IGES）  

（財）兵庫県環境クリエイトセンター  

後 援：環境省、兵庫県、神戸市、大阪神戸ドイツ連邦共和国総領事館、㈱エヌーアール・ダ  

ブリエージャパン（ドイツNRW州日本代表事務所）、兵庫県国際交流協会、神戸日独  

協会、アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（APN）、（財）国際エメックスセン  
ター、兵庫県大気環境保全連絡協議会、兵庫県瀬戸内海環境保全連絡会、  
IGES関西研究センター推進会議構成団体：  

地球環境関西フォーラム、関西広域連携協議会、（社）関西経済連合会、大阪商工  
会議所、兵庫県商工会議所連合会、兵庫県商工会連合会、（社）兵庫工業会、（財）ひょ  
うご環境創造協会、兵庫県環境保全管理者協会、（財）新産業創造研究機構   
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2（氾5年度「産業と環境」国際ワークショップ  

循環ビジネスに関する日独対話  

一地域社会における環境保全と産業振興の統合の視点から－  

（財）地球環境戦略研究機関（IGES）関西研究センターは、（財）兵庫県環境クリエイトセンターとともに、  

日本におけるドイツ年事業の一環として、2005年11月2日に、2005年度「産業と環境」国際ワークショップ  

をJICA兵庫国際センター（神戸市内）で開催した。   

今回のワークショップでは、ドイツからのゲストスピーカー2名、日本から研究者3名による、合計5つ  

の発表が行われた。また、総括セッションでは、日独の循環ビジネスにおける現状と今後のあり方について  

活発な議論が展開された。   

ドイツ側の報告では、ドイツでの持続可能な環境政策として、「再生可能エネルギー」や「資源生産性」  

の取組みについて、先進事例や今後の方向性が紹介された。ドイツでは、より高い環境目標を掲げ、環境産  

業を雇用創出と国際競争力の源泉としていくための戦略が検討されている。   

日本側の報告では、各種リサイクル法制度等の整備によって循環ビジネスが拡大していること、環境産業  

施策の一つであるエコタウン事業が普及していることが示され、具体的事例として「ひょうごエコタウン構  

想」の取組が紹介された。環境ビジネスは、サービス化と耐久化の2つの方向に進展しており、循現ビジネ  

スにおいては原材料及び製品需要の安定確保といった課題を抱えている。   

ドイツと日本は、循環型社会の構築において世界をリードしており、双方の地域、国をはじめ、世界各地  

における取組に貢献することが期待されるので、今後一層協力関係を深めることが重要である。   



亀G匿S  2∞5年度「産業と環境」国際ワークショップ   

プログラム、プロフィール  

◆開会の挨拶  

天野 明弘（【GES関西研究センター所長）  

◆研究報告  

「日独における循環政策」  

神田 泰宏（tGES関西研究センター産業と持続可能社会プロジェクト主任研究員）  

◆セッションl「循環ビジネスの動向」  

「ドイツ・欧州における循環ビジネス：動向と政策」  

レイモンド・フライシュヴィッツくヴッパタール気候・環境・エネルギー研究所  

物質フローと資源管理研究部部長（ドイツ））  

「わが国の循環ビジネスの動向」  

郡嵩  孝（lGES関西研究センター産業と持続可能社会プロジェクトサブプロジェクトリーダー）  

◆セッション】l「地域産業の振興」  

「環境保全と産業振興－ドイツノルトライン・ヴェストファーレン（NRW）州の取組み」・・・ 

アストリッド・ベッカー（（株）エヌ・アールニダブリュージャパン代表取締役社長、  

ドイツ ノルトライン・ヴェストファーレン（NRW）州  

日本代表事務所所長）  

「地域産業の振興－ひょうごエコタウン推進会議の取組み」  

日高 亮太（（財）兵庫県環境クリエイトセンター企画開発部次長兼主任研究員、  

ひようごエコタウン推進会議事務局）  

◆総括セッション  

［進行］  神田 泰宏  

［プレゼンター］レイモンド・フライシュヴィッツ  

アストリッド・ベッカー  

都鳥  孝  

日高 亮太  

◆閉会の辞  

真継  博（（財）兵庫県環境クリエイトセンター専務理事）－  63   
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開会の挨拶  

財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）  

関西研究センター 所長  

天野 明弘   

本日は、国際ワークショップ「循環ビジネスに関する日独対話」の開催を迎え、海外の研究者の皆様をは  

じめ、多くの方々にお集まり頂き大変光栄に存じます。   

この国際ワークショップは、IGES関西研究センターと兵庫県環境クリエイトセンターの共催で、「地域社  

会における環境保全と産業振興の統合の視点から」というサブタイトルがつけられております。ご案内のと  

おり、兵庫県環境クリエイトセンターは、兵廊県下の廃棄物に関して、減量、リサイクル、調査研究を担当  

してし】るセンターでございます。   

また本年ほ、「日本におけるドイツ年Ⅹ沿討aX氾」ということで、全国で1，㈱件にのぼる行事が執り行われ  

ております。その一環としてIGESの本部では、東京で「京都議定書発効後の日本とドイツにおける環境政  

策」と題する日独気候政策シンポジウムを、去る11月1日にヴッパタール気候・環境・エネルギー研究所と  

の共催で行いました。ちなみに、ヴッパタール研究所は、デュッセルドルフやボンがあるドイツでも最も人  

tjの多いノルTlライン＝ヴェストファーレン州にあり、同研究所とIGESとは、IGESの設立準備段階から深  

い関係をもっております。本日はこのヴッパタール研究所からprof．Dr．レイモンド・プライシュヴイツツさ  

ん、ノルトライン・ヴェストファーレン（NRW）州日本代表事務所所長のアストリッド・ベッカーさんをス  

ピーカーとしてお招きしております。   

わが国で「循環型社会形成推進基本法」が2∝X）年に公布され、その後廃棄物法の改正と各リサイクル法の  

改正・制定などが行なわれたことは、皆様ご存知のとおりです。この循環型社会形成推進基本法は、それに  

先立ち導入された画期的なドイツの閉循環廃棄物法（英語での法律名はClosedSubstanceCycleWaste  

ManagementAct）の影響を強く受けております。この法律が制定されたのが1994年ですから、現在ほそれ  

から10年を越える歳月を経ております。その間、各国ではそれぞれの事情に合わせて取り組みを進めてきま  

したが、なお一層の効果を挙げるためには、地域や事業者、一般市民のより積極的な参画と、これまでにない  

革新的なプログラムによって環境と経済社会を統合化することの必要性が認識ざれるようになってきました。   

本日は、循環ビジネスならびに地域産業の振興という視点から循環型社会構築の方向性を考えるとV）う趣  

向でワークショップを開催することにいたしました。日独それぞれの専門家からのプレゼンテーションの後、  

総括セッションでは会場の皆様からの質疑やコメントを交えて活発な議論を頂こうと考えております。   

皆様には、最後までワークショップにギ参画頂き、循環型社会におけるビジネスや地域社会の方向性につ  

いて何らかの展望をお持ちいただく縁にして掛ナるのではないかと期待しております。以上をもちまして、  

私のご挨拶といたします。ありがとうございました。   
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研究報告「日独における循環政策」  

IGES関西研究センター  

産業と持続可能社会プロジェクト主任研究員  

神田 泰宏   

本日は、循環政策に関する日独の政策主体である  

「行政機構」を概観し、それぞれの「循環政策」と  

「廃棄物統計データ」の日独比較について報告させて  

頂く。  
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1行政棟構（日本側）   

閣僚会合が開催された。OECDでは、2（刀1年に拡大  

生産者責任（EPR）のガイダンスマニュアルが作成  

され、各国の環境政策評価、指標の開発、統計デー  

タマニュアルの作成などを実施している。また、ア  

ジアでは、日中韓3カ国の環境大臣が毎年会合を開  

いている。今年度の会合においては、循環社会・循  

環経済の協力強化につい合意された。   循環政策については、グローバルからローカルま  

でさまぎまなレベルで展開されている。   

日本側では、日中韓の取組み、日本国政府、都道  

府県の例として兵庫県、市町村の例として姫路市を  

取り上げる。姫路市を選択した理由は、ひようごエ  

コタウンの中心的な都市であるからである。   

ドイツ側では、欧州連合、ドイツ連邦共和国政府、  

州政府としてノルトライン＝ヴュストファーレン州  

（NRW州）、郡と市の2つの機能を待ったデュッセ  

ルドルフ市を取り上げる云 デュッセルドルフ市は、  

姫路市と人口・面積が同等になるのでこの市を対象  

とした。   

循環政策のグローバルレベルでの取組みでは、  

2∝姓年6月のG8サミットで3Rイニシアティブが  

合意され、aX）5年4月には、東京で：犯カ国が集まり、  

日本国政府の行政機構は、内閣のもとに11の省で  

構成されている。循環政策の中心 

その中に廃棄物・リサイクル対策部がある。   

また日本の場合、複数の省が3R関連政策を展開  

している。経済産業省は各産業セクターとの調整や   
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資源・エネルギー政策を担っている。農林水産省は、  

バイオマス政策の中心になる。国土交通省は、建設  
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欧州連合理事会があり、行政機鰭を担う欧州委員会  

がある。   

欧州委貝会の中に政策部門ごとに「総局（Directo－  

rateGeneral）」があり、環境については、環境総局  

が管轄している。   

他の部局の環境政策はどうなっているかを各部局  

の環境関連のホームページで見てみるとある程度は  

紹介ざれているが、環境関連のページは琵堵総局の  

ホームページにジャンプざれていることが多く、  

EUの環境政策は相当統合されているようだ。  

次に兵庫県の行政機構をみると、基本的には国の  

各省に対応した部局で構成され、その1つの部局に  

環境局という組織がある。3Rの中心は環境整備課  

になるが、バイオマスの管轄は農林水産部になり、  

3Rを行う部局は複数にまたがっている。また、環  

境局に関連する団体と七て、（財）兵庫県環境クリエ  

イトセンターなどがある。  
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これは、市のレベルの事例の1つ、姫路市の行政  

機構である。環境局があり、3Rはリサイクル推進課  

が中心となっている。産業局には、農林水産業と工  

業が含まれている。  

次は、ドイツ連邦政府の行政機構についてである  

が、ドイツには政策官庁の連邦環境・自然保護・原  

子炉安全省とは別に政策の実施官庁にあたる環境庁  

がある。興味深いのは、環境省が資源・エネルギー  

分野も担当している点である。原子力発電所ととも  

に再生可能エネルギーを所管している。ただし、エ  

ネルギー供給事業等の規制は、日本の経済産業省に  

相当する連邦経済労働省が所管している。   

2 行政機構（ドイツ側）   

次にドイツ側の行政主体をみていく。最初に欧州  

連合を取り上げる。欧州連合（EU）では、欧州議会、  
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循環政策に関しては、環境省の1つの部局、キー  

ワードで名付けられたWA部局（水経済・廃棄物経  

済・土壌保全）が担っている。もう1つ、興味深い点  

は、ドイツには「廃棄物経済くAbfallwirtschaft）」と  

いう言葉がある。この言葉は連邦政府に限らずよく  

使われている。ドイツでは廃棄物問題は経済問題で  

あるという認識が浸透しているようである。   

この省に関連した政策実施官庁として、州の環境  

庁と、pIUS（＊詳しくはセッションⅡでとりあげる）  

を実施している「効率化エージェンシー」などがある。  

デュッセルドルフ市の行政捻楕（1）  

Obe血由噌ermet幻er（上鰻市長】  
侶はdt旭川l¶8陀r（収入役）伽i9細山nele（r〉  

Amt†8r〔1nwohn8Ⅳ闇l＝住民制圧局）   

UJl抽Q旭mt（環境局）  

P叩中晩n；570．000   
触ふ二之tT毎止  

（中央地二諦の氏夏物提済）   
触8年ぬ伽モrU冊蜘山王l企累の戒壇拝Il）   

仙U・T加hⅦ8一弾∪・河Ul柵tl帥nu叩  

く環娩出・療鎗II閤〉   
A上1G亡Wl卿血uヒリndAtbま址れ  

‘別」l激沼良雄・土壌男監修サ技瞳金1   

Zt∋n仙m和rP¢一閃閏lモnMcMu咽（人羽帯成センター）  

群机上封馬・櫨餌など   

市の例として、デュッセルドルフ市の行政機構を  

みていく。ここは郡と市の機能をもつ邪教立市で、  

市長は上級市長になる。組織は54以上の部局等があ  

り、様々な仕事が行なわれている。   

部局の1つに環境局があり、その中の1つの組織  

が廃棄物経済などを所管している。   

次に、州レベルとして、NRW州の行政機構をみ  

ていく。ドイツは連邦国家で、州政府は国の基本的  

な機能を備えている。エネルギー、司法といった、  

日本の都道府県では見られない分野もある。環境省  

は、自然保護、農業、消費者保護の分野と一緒に  

なっている。  

NR岬州政府の行政拙策（2卜  
S一山血reo†meNRWSta18Gov古川汀帽nt  

M酬U山一【廿Ul鵬ll」ホdN8抽u吐血1月Id   
V血血カリヒ（せ壌・自＃細・Al・銅賞看保は審）  

lZ細叫仲央）  
ⅡL血～餌叫Ijlu伽rR8Um（よ義・摩雲・蔦降立閑〉  

皿F脚．N8山頭ukA9r蘭叫（穐線・自お保ば・よ本所逢〉 幽l（康泉乱銅 ま二必  像  
Ⅴ】m爪血ヒ（躊出鎗環）  

ⅥⅥ血h血（測量暑良雄）  

・A卵戚－NRW繕鼠的   Ⅶ品露詣撒㌶粁   
■ul■鵬bmt（ナ妊環11庁〉  
▲∈岬NRWtNRW勃革化エージェンシー〉姐   

日本と同様、都市ごみ処理は市の責任になる。こ  

れは、デュッセルドルフ市のごみ処理事業を行う市  

の出資会社の位置づけを示している。同市の場合は、  

市が出資会社を通して王札1％出資する都市事業団㈱  

が発電、水道などの事業を展開している。ごみ処理  

については、その都市事業団が51％出資する会社  

「アビスタ」が中核となって、様々な資本提携関係に  

ある会社と体制を構築している。これらの会社との  

ネットワークで、都市ごみ処理を行っている。   

これは、NRW州の環境・自然保護・農業・消費  

者保護省の内部の組織を示したものである。Ⅰ～Ⅶ  

の番号で組織が分けられている。循環政策に関して  

は、Ⅳの組織（廃棄物経済・土壌保全・水利経済）  

が担当してV】る。  
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3 循環政策（日本側）   物質フロー目標には、「資源生産性」、「循環利用率」、  

「最終処分量」の3種類の目標が定められている。   

取組目標は、「1人1日あたりのごみ排出量の削  

減」や「循環型社会ビジネス市場・雇用規模の倍増」  

などがある。  

次に、日本側の循環政策についてみていく。   

日本の環境政策の大本は「環境基本法」で、それ  

に基づいて「環境基本計画」がある。現在の環境基  

本計画は4つの長期的目標を定めており、そのうち  

の1つが「循環」である。循環政策については、「循  

環型社会形成推進基本法」があり、それに基づき「循  

環型社会形成推進基本計画」が策定されている。経  

済活動のインプットとなる資源に関する法律とアウ  

トプットである廃棄物の法律、各品目のリサイクル  

法、すなわち「容器包装リサイクル法」、「家電リサ  

イクル法」、「食品リサイクル法」、「建設リサイクル  

法」、「自動車リサイクル法」が制定されている。ま  

た一方、政府・自治体は消費者として、グリーン購  

入に務めるよう「グリーン購入法」が制定されている。  

業拡大図あり（14頁）  

このスライドは、日本の物質フロー図である。先  

ほどの3つの目標を物質フロー図のどこにあたるか  

を示したものである。   

物質フローは、ヴッパタール研究所が以前から研  

究を進めておられ、大変得意とする分野になる。日  

本では国立環境研究所がこの分野に携わっており、  

国際的なネットワークで物質フローの研究が進めら  

れている。  

日本国曙府の循環政荒く4） 。RP。．．。由軸。叩訓。剛。V叫ふ（4）「面  
日琴国政府中循環政策（2） 3RP。l頑espⅧeJ叩訓eS叩）占ふme。l（か寧  l王tビジ不祖℡】1t  

I叫け廿■t肝■b仰■▼血血■ ▲ 書工手リサ■クル王櫨浅   

L■■一画叩一山ユR   
1⊃タウン事暮（張番．1覆t）   
E軸卿Iu王丁．耶亡l  

、王コプロダクツ■l札度I＝   
E咄nI抽l間   

■■⊃≡1＝ティビジiス・モデん■1昨量t，   
Pr岬－■■坤d■刷呵輌Il糀l¶  

÷ 王⊃・⊃11ニチイ■薫く丁墳省一   
知巾如巾○伽dt叫㈹  

卯耶陀は督励舶用繰心熟那■ヨ■（2伽・20】D草江〉  

閣潟町8㈹一因紬∩は白仙叫血両統岬  
l篭■耶－ヨ■汀嘩一触8痢yl鵬細IFb■伽】   
¢濾■土慮艶I里隅田上如嘲R漑岬I   
丘■■れ馬■＝l如爪扁上脚U火触■■叫叩〉   
＆t瞞升1・脚▲t軸叫J血中訊l触）  

21叫ほ柑‖n叩d†肘h細Rdd亡dbE愉I   
一人18あたリゴ三蛛土1・肋11慮叫P●叩d叫t‘出血醜■叫   
可可Eヒ士ビジ享スの轟■・■汎捜覆の慮柵仰叫血叫l也：山   
地叫～由d毎ー由】血血血血d′d■加ゎh画   
一山FYll，れ   

禦加の■鎗わなpはとして．荘自虚■におIIる曾11オの橿■．伽のスタイ相t■．血  叫 
．甘辛食t軍側■籍専用サ用叩と集分の※牡．銅虎支社■モ五入も七  

のの靂電文傭．が即～九てい■8．  こてこ‾こ 
ニ、t、； 

曲■■仕鵬d吊血．∫叫地心仙k■血叫叫  

ケサーシナ・・・ピサイワンダモナ人■1巾慮判  
坤如押呵血l■t拡叩  咄こ  旭糊坤  

￥震集も1′晒スの棚8肌中上．暴q樗′Iイオマスの朋を基t札主事の∫は亡8e．  聴肌一肌血地政血■血じ㈹血   

規制ではなく、ビジネスを促進しようという視点  

からの政策も展開している。   

経済産業省や環境省は様々な支援政策を打ち出し  

ている。例えば、「エコプロダクツ展」や「エコ・コ   

「循環型社会形成推進基本計画」の数値目標には、2  

種類の目標があり、1つは、物質フローに関する数値  

目標で、もう1つは取組目標と呼ばれるものである。  
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ミュニティ事業」、「グリーンサーピサイジングモデ  

ル事業」などがある。   

また、バイオマスについては、「バイオマス■ニッ  

ポン総合戦略」が従氾2年に閣議決定されている。  

その他、経済・雇用の政策、廃棄物処理計画など  

があり、このような政策体系の中に、ひょうごエコ  

タウン構想がある。  

兵庫県申循環政策（2）  
3RPoticyo†仇eHyo90prefedure（2）  

5R生活の旭  
Pl岬t加d5Rけ6ゆ（3R◆触．純輝明  
県民蛭田官署回収システム積まの支吐（兵躍蟹デポジットシステム）  
お脚ね「血b一頭l喝C帥b叩「曲れ叩旭川ha脚抑吋  

叩加呵（ト卸輌l甲帖m）  ｝■九引用抽▲l；れ1け－ビス▼和れ．嗣圧■○－■t抽入巴．  
仙■叩仙鵬p払加■nl■【‘■■細りF－■▲■■  

庚1勤排出率死者の臨環 G 
山地bw戚e㈹叩由  

良糞触込理事1筍の蛛可．細事  
Lb耶沖d／如血Ⅶ血肌血相戚間仙別個雨  
廃翼勤血域外電月簸の旭  
Pr鵬如Ot血相蜘亡珂81肋   

このスライドは、その他の具体的な業務内容をリ  

ストアップしている。例えば、「5Rの推進（3R  

及びRefuse、Repair）」や「県民共同容器回収シス  

テム構築の支援」、「廃棄物排出事業者の指導」など  

がある。  

※拡大図あり（14頁）  

これは、先程の支援施策の1つであるエコタウン  

事業に関する資料である。環境省・経済産業省から  

現在承認を受けているのは、怒地域である。  

兵嘩県の循環政策（1）  
3RP01icyoflheHyogo  3RPpli可ローtheHyogoprefed叫℃く3）  兵庫県の鱒環政策（3）   

Pre†ectqre（1）  

菰のゼロ土ミッション  
Fo－○引Z㈹○廟  
【監禁慧≡激忘慧芯汰．，鵬血）  
食のゼDエミッション  

F∝dZ耶ぬ如  

〔慧器軍崇芸認諾禁諾憲実慧■ 
且のゼロエミγション  〕   

兵陣県バイオマスお合榊用胸  
8如～iUl細l加Pbn  

置弊崇慧監仙血叫1  

ー⊃21世紀兵庫長期ビジョンt2001－2010・2015）   
Comp【ehensむebng・tem】Vision  

∴環壌の保全と細道に関する兵例   
Ord事旧nC匂ゎr∞nSeⅣa60n∂ndα鉛tbnDl小母e爪Ⅵ柑nn裾nl  

〔新兵ヰ県環蝮基本計園【2002．51飢ISed】   
由sken扇ronr叱汀blpl訓  

＝ひようご循環社会ビジョン（2∞1．5）   
Soundm8k由lくyGk扇5k〉n  

一ひょうご綬卦雇用再活性化プログラム（2山1．12）   
Economy訓】d帥pl町menlleVね‡はaぬnprog持m  

・＝兵庫県廃棄物処理計画（2∝12．3）   
Waslelre81menlpl抑  

’ひようごエ⊃タウン稿翌（2∞3．3）   
∈亡かtOWnCOnCepl   

nl■t，■■■■・レ■T▲◆■■■ldT▼l叫l■■■」：■l▼●■■■t■t  
叫H加■触l－9■1一川－P『■＝⊥こ＿．■■■■■－■撫■■■■・■鵬   

これは、兵庫県の循環政策及び関連政策である。  

自治体の政策は基本的に国の政策に準じて行われて  

いる。また、日本の自治体は長期的な総合計画を策  

定しており、兵庫県の総合計画は、「21世紀長期ビ  

ジョン」である。  

「環境の保全と創造に関する条例」は、国の環境基  

本法に相当する。また、環境基本計画に相当するも  

のが「新兵庫県環境基本計画」で、循環型社会形成  

推進基本計画に相当するものは「ひようご循環社会  

ビジョン」である。  

こちらは、農林関係、バイオマス系の循環政策で  

ある。「森のゼロエミッション構想」や、「食のゼロ  

エミッション」、「農のゼロエミッション」、「兵庫県  

バイオマス総合利用計画」がある。   

姫路市の長期総合計画は「姫路21世紀プラン」と  

呼ばれている。また公害・環境に関する2つの条例  

があり、「姫路市環境基本計画」を策定している。   

こちらは循環政策の具体的な業務面について説明  

したスライドである。姫路市の都市ごみについては、  

容器包装関係ごみは、10種類に分別収集することが   
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4つの優先領域の1つであり、それぞれについては  

現在、テーマ戦略が検討されている。テーマ戦略は、  

長期的にEUの政策動向を把捉するうえで大変重要  

になってくる。  

娃蹄市の循環政策（1）  
ロ‖1‡m亘i（1）  

姫路21世紀ブラン（2001－2012）  
C（】mPrehensiveIon！卜Ier巾Plan  

姫路市公害防止条例  
Ordi?aoce for preventing environmental 
po】lu払∩  

姫路の環境をみんなで守り育てる条例  
謁㌶震警霊宝卑虹㌫二二Ⅰ貞  environment  

姫路市環境基本計画  
Ba5tCenV】伯nmen旭】plan  

t■t■■t、■■4M巾  

h■■ll亡、  

■仙■脚■■▼；こ1㍍y  
C鵬DJr∝：納αlW蛎lOt溌翼鞄指令〉  

「K印嘲仙鵬竃蒜慧諾加・叩叫1 lてh－  
∴∴∴ミ：；て  

・ 誓書蕊ニミ：さミ：∴ニミニこ、＞  
こ MD蜘帥IkUhdⅦdl他（出功や）  

雨I血伽P血m血耶伽h血  
■C仇‖■dDirod血00nP嘲8ndP血叩相冊出暮色■l春日包肇指令つ  ’＝ （ 
：恕濫門編ギ血相血扉伽C掴仰E桐油   

■血t叫叫暮dt複■日■ガp寅さ九n、も，ゝ   

姫路市の循環政策（2）  

叢愈ごみの処理   
¶即Irl肥dolho胱houw8～蛤   
■■■■■▲lヽ■u■r■11t■ll●■■■■ヽ▲●－－■ヽ■■l岬■t■叫■l■■■－▼ヽ・●   
l■●■■■■1ヽl■▼■ ■■Jウ■u■■ll■ご■■書「■■■■■▼＝、1l－l■▼■■■■■い   

↑～鴫～■－■■d■く●t■5湘■■廿■r■JhHカ●■■■◆叩・t椚一岬01■●   
l■■ヽ1－■■■■■■－■■■■■■－■■■■■■－－■■・■－－■一■－■■■■■■■－■●●   
1叫■町－■■r‾1‾1河口b上■声血【印Ⅶ山 一軸｝伊仙血   

亨暮嘉一柑鞠の史】一   
丁酬d叫∩叫血加地  

・慮職1細の収1・遵＃・処分・保℡lこ罰ナろ算可   
L叫00咄輌札血鮮血叫dhll血嘘暢b  
再生群書九瓢引叩植皮叫鷹   
紬叩l加Il加嘲r㈹爪血bbr柚吋   
生ごみ餓電場入貴職風量箕付■覆   
紬■卿bl叫l計画●細l■一雨画  

このスライドはEUにおける循環政策を整理した  

ものである。1番上の「廃棄物指令」は枠組指令と  

も呼ばれ、廃棄物の定義などを定めている。また、  

「統合的汚染防止管理鰯令」は、環境負荷の大きい産  

業活動を規制するもので、廃棄物管理も対象となっ  

ている。その他、埋め立て、焼却、容器包装等のリサ  

イクルについて個々に指令がある。   

EUの法律には色々な種類があるが、環境行政で  

は指令（Directive）という言葉が頻繁に出てくる。  

EUとEU加盟国との関係で、EUが加盟国をどこま  

で拘束力を持つかというのが議論となるが、指令は、  

目標を達成することに拘束力を持つが、その方法は  

各国に委ねられている法律である。  

始まっている。食品残澄などの生ごみは、燃えるゴ  

ミとして焼却処理されている。  

4 循環政策（ドイツ側）  

欧州連合の循環政策（1）  

EUS廿細Oy†ⅣSu血b】8Do輌l（200り  

F州王台持杖可能な闘食餌  

¶8釦h∈¶Y血什W旭A血Pr明Il印○（‡001・加沌〉  

貰8M娩行政t†冨  
t11F押印山村▲l●ヰ川つの験駄■I   

ナd■叫“山噌● ■吐血l  加■■鵬叫（b8と王■■ローI   訂hh川示一明－y■愉1冗打とt丘l 4仙 

（n8●ⅥnⅥ血色叫■117つ¢テーマⅢ〉   
糾問∴品川卿、出・■サ■血㈱毎▲Tdわ血■蝉■   
■■軸伽－h叫匝ヨ∂出血RⅥ．触血   
土1¢倉JU川嶋・す士．月1触○門札可借鯛．エ㍍且■モロq．机引用■可蝕な■円上■t．  ㈱サイケん  
¶鵬ぬSml『yαl仇○包・如In鵬∪治d〃血虚R徴㈹S  

天朗諌の持捜可能な使用に関するテーマ偶  
Th叩m沌七S廿l中一Ⅳ帥u㍑Pr叩れIl抑mdR嘲dV飽和  

尿薫lもの邦桝とリサイクルに関するテーマ軌鴫   

次に、欧州連合の循環政策をみていく。欧州連合  

（EU）では、持続可能な開発戦略のもと、環境につ  

いては「第6次環境行動計画」に沿って政策が展開  

されている。行動計画では、4つの優先領域と7つ  

のテーマ戦略で構成されている。資源や廃棄物は、  ドイツ政府全体の戦略とLて「持続可能性戦略」   
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がある。ドイツの持続可能性戦略は、数値目標が定め  

られており、進捗管理が行なわれている。日本の場合  

だと、温暖化対策やバイオマスなどについては政府  

全体の戦略が定められているが、持続可能性につい  

ての戦略はまだ存在していない。  

「循環経済・廃棄物法」は、．ドイツの3Rの中心と  

なる法律である。この法律には、埋め立て、処理事  

業者、包装などの政令が設けられてV】る。  

ここでドイツと日本、それぞれの廃棄物の定義を  

取り上げて、違いを整理しておく。ドイツでの廃棄  

物の定義は、EU廃棄物法の広義の廃棄物概念を継  

承している。   

廃棄物を定義する場合、日本では廃棄物かどうか  

が議論となるが、ドイツでは、利用廃棄物か処理廃  

棄物かの違いが主な議論となっている。また、廃棄  

物を区分する場合、日本では廃棄物を定義し、次に産  

業廃棄物を定義し、そして残りを一般廃棄物として  

いる。一方、ドイツでは、廃棄物目録があって、大き  

く孤に分類されており、その中の却番目が都市ゴミ  

となっている。従って、ドイツの廃棄物目録の1～19  

までが日本の産業廃棄物にあたるものと考えられる。  

ドイツ連邦政府の循環政策（2）  

Cb鵬S血γ山W融岬Ad tl琴叫  
■■■T・■■れユ  

D■伽撫〉dT耶t用Ⅱの雲■〉  

陛認諾訝く㌫禁≡㌍宗野認諾許諾温．，〕  
鱒Pl仙坤【蛛匠附〉  

細■リサイクル．エネルギー 
、 蓬；さ主李．：ヤき鴬‡二義二y： 蜘ー輌．嘲 

ー叩  ℡な  

琵琶還送還 画・血 
叫R脚町（刑芭訳文責任〉  

〕   

【認諾芸諾指訂蒜芸㌫蒜画陶】  
Pr血扉S■bl貞禿の檀塁】  

（諾蒜謡言諾蒜蒜㌢叫■肌叫血7  
E止．   

このスライドは循環政策の中心となる「循環経  

済・廃棄物法」の構成を示している。用語の定義や、  

基本原則、製品安任、廃棄物の計画策定責任、環境  

配慮製品の販売促進などが盛り込まれている。した  

がってこの法律は、日本の循環基本法、廃棄物処理  

法、資源有効利用法、グリーン購入法などの要素を  

もっている。   

この基本原則は、最初に廃棄物抑制があり、一定規  

模以上の廃棄物排出事業者は廃棄物管理コンセプト  

や廃棄物収支表を作成することが義務付けられている。   

ドイツでは、2α犯年までに都市ゴミ埋め立ての段階  

的完全廃止を政策目標に掲げている。そのためには、  

持続可能な廃棄物産業の振興が不可欠となってくる。  

NRW州政府の循環政策（1）  
oftheN尺Wsbte  

Nac柚柑IligeEn如】洩】u咽／A！Ienda21  

持続可能な発展／アジェンダ21  
廃棄物の定義 

DefiniセOnOf・W由ies  
Agen由21NRW（アジェンダ21NRW）  

のため  
の地域政府の国際ネットワーク）  
NadlhaltigeGewerbモgebjete  
（持積可能な産業用地）  

Oko】喝弓s血eSbdtderZukunf【  

（未来のエコロジカルな都市）  

6kopro机（エコ・プロフィット）etく＞．   

Japan   Gel¶any（EU）   

・廃棄物かどうかが議論  ・利用鈴繁檎摘胡糞鞠かが嬢檎   
PohヒWa5100‖1d   P血t■Wo如IwR叫W   

・廃棄物の定温   11鮎也ぬID卸「   

・尾翼鞠分耳匝t叩ぬd血）．処  
De月n稚OnOrW；lSteS  瑠とl利d軸帽，○卿l仰卜利用とlま  

一度菓廃裁物の定藍  （【酬け01鷲帽独l）   

D8伽払on01lJdu醜rblV鵬一也  ・廃簑助巳丘世Id嘲鵬〉   

－一般腐薫物の定義   ①払T・・・からの農栗鞠   

D仙れdHリnk・両肌b～馳  肌お鴫Rl加地叩bmm呵…   

（産栗尿果物以外）  
l一 一－ ■■◆ ■  名標市ごみ  

Mun軸w耶t08  このスライドはNRW（ノルトライン＝ヴュスト  

ファーレン）州政府の総合的な環境政策を取り上げ   
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ている。「アジェンダ21NRW」は、州議会のイニシア  

ティブによって州政府のみならず、市民、企業が参  

画Lている活動である。これは、日本の自治体の長  

期総合計画に相当すると考えられる。   

州政府の環境省には、「アジェンタ21NRW」を推進  

する部署がある。この部署に関連して、地域政府間  

の国際ネットワークにおける活動や、一定の地域・都  

市を対象とした総合的な取り組みが展開されている。   

日本のエコタウンのプログラムの内容に似ている  

ものに「持続可能な産業用地」といったプロジェク  

トが進められている。また「未来のエコロジカルな  

都市」という総合的な環境政策についての取り組み  

も行われている。  

このスライドは、NRW州政府の業務実施官庁で  

行っている業務内容である。ここでは、廃棄物処  

理・利用施設に関するデータベースの構築や中小企  

業を対象としたPIUSとよばれるクリーナープロダ  

クションの相談・支援事業を実施している。  

デュッセルドルフ市の循環改革  
3RPo】i町0†D鮎Se】doイ  

LobleA℡亡】■虞 tローカル・アジェンダ〉  

粕川¶ⅦmlがA眺抽血触れ鵬硝耶罰t【簡の廃乗物鰻講コンセプト】  

K馴¶mu服山娼Jb加地ねl旺（市の灰舞鶴収支  

S伽ノ血b】帥叫叩血叩ノÅbla鴨■出hmn封心∪叫  

（石の碗i納瑠負傷／廃棄物手数料細l  

盗露悪弐慧脚・Ⅶh他ねkMM  
摘工彙・サービスよ優冥細に田する処理の比定遵守の監視．企翼への  
l大根托倶〉  

麗野蕊紳細論荘習品蒜払守  
凱 汚  

ek．   

NRW州改野の領畏敬繁（2）  
このスライドは、デュッセルドルフ市の循環に関  

する政策と業務内容を示している。デュッセルドル  

フ市でもローカルアジェンダ21を策定している。  

ローカルアジェンダは、プロセス重視の取組みで、  

計画を作って終わり、というものではない。   

都市ゴミの処理事業者は、法律に基づいて廃棄物  

コンセプトや廃棄物収支を行っている。また、  

デュッセルドルフ市では、市民だけでなく企業に対  

しても廃棄物に関する情報提供を行なっている。  

oftheNRWstate  

AbblMdshaR（廃棄物錠演）  
こSiedur唱SAb向仇Ⅵr15dⅦm（饉宅地の廃棄物経済）  
、卯anヱenabtら】】e（縫物性廃安物）  

Ge小さnnteS8内円：ung（分別収集）  

：，Gewe【b朗b†肋訂0鵬nl爪白（産業廃棄物規定）   

∈nt∽唱リn9SaUasく処理地図）  

こAu封紬enundBa血触モ く土地・建染亙躁取引所）  
＝Vewe血n9mi肥伯IischモーAb愉k（鉱物性廃棄物の活用）  
二■川虫rsdllammve†We仙ng（汚泥の着用〉  

－UnlSle咽eh那e佃√由SEurop胡Sd℃肋Ihe花古曲nb   
（ヨーロッパの廃葉物日録への置き換え支援）   

このスライドは、NRW州の廃棄物経済の具体的  

な取組みを示している。一般廃棄物を扱った「住宅  

地の廃棄物経済」、「植物性廃棄物」、金属の資源政策  

である「鉱物性廃棄物の活用」や「汚泥の活用」な  

どがある。  

5 日独の廃棄物統計   

最後に日本とドイツにおける廃棄物の統計データ  

の比較を紹介する。   

NRW州政府の循鱒政策（3〉  

oftheNRWstale  

て聖a鵬R昭仰y伽s融蜘処錮一  

二・PJUS（Pl伽・lけt亡8触U仰側∪叫   
ビウス（生産統合且視虔比I  

〔諾㌶謡㌍  

10  
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この棒グラフの数値は、OECDの資料によるもの  

で、1人当たりの一般廃棄物の量を示している。米  

国は最も大量に廃棄している国の1つである。日本  

はまだ少なし】方だが、ドイツは一般廃棄物の排出量  

が比較的多い。   

このグラフは、一般廃棄物の構成を比較している。  

日本ではプラスチックが多く、ドイツではガラスが  

多いことが示されている。  

日独の廃棄物統計（3）  
Ⅵbstesbtislkso†」；l  （ガラス）の推移を比牧したものである。こちらも  

紙・段ボールと同様、ドイツのリサイクル率が一番  

高く、次に日本、EU、アメリカの順となっている。   

anandG畠mlan   

一朗菓初の処珪方法  
D逢pqd扉仙∈河W血  

■0小●r（その他）   

tコし涌く】1立）   

□lへ亡れ○月thn（焼却〉   

コCom卵■血l（コンポス   

トl  

□R●Cy亡h亡（リサイクル〉  

帆
 
血
叫
 
爪
‖
 
隕
“
肋
 
鵬
 
 

J岬I G●－1IWy   

－▲ヽm叫叫抄）l山  

地加Om加地輌巾抽   

このグラフは、一般廃棄物の処理方法の割合を示  

している。日本は焼却が多く、ドイツはコンポスト  

化、埋め立てが多いことが分かる。ドイツはこの埋  

め立てをa〕劫年までにゼロにする方針を決めている。   

この折れ線グラフは、ドイツ、日本、EU、アメリカ  

のリサイクル率（紙・段ボールトの推移を比較した  

ものである。全体的にリサイクル率は向上している  

傾向にある。一番高いリサイクル率は、ドイツで、  

次に日本、EU、アメリカの慣になっている。   

次のグラフは、同じく4カ国・地域のリサイクル率  

このグラフは、産業廃棄物排出量と一般廃棄物排  

出量の推移を示したものである。産業廃棄物につい  

ては、日独で定義が違うためか、これを比較した統  

計データを見つけることができなかった。そこで、  

日本の一般廃棄物と産業廃棄物を加えたトータルの  

廃棄物量と、ドイツの廃棄物量を比較したのが、この   

1l  
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グラフである。総量（Total）と都市ごみ（Municipal）  

の差が、日本で産業廃棄物と呼ばれているものに相  

当すると考えられる。  

トータルの廃棄物量は、ドイツは日本の大体8割  

から9割となっている。人口やGDPといった指標  

では、ドイツは日本の6割から7割くらいになるの  

で、一般廃棄物同様、トータルの一人当たり廃棄物  

排出量についてもドイツの方が日本より多いことに  

なる。ただし、ドイツの方が幅広く廃棄物を捉えて  

いるため廃棄物量が多くなっていることが考えられ  

る。  

最後に日独の循環政策のまとめとして、7点ほど  

あげる。   

まず、ドイツ、ヨーロッパでは環境に関する政策  

統合が進んでいる。環境が重要であると認識されれ  

ば、環境を中心にした政策統合が進展すると考えら  

れるのだが、日本ではまだそこまで至っていないよ  

うに感じる。   

次に、日本では長期総合計画というものが青から  

あるためか、持続可能戦略やアジェンダ21が普及し  

ていない。   

ドイツでは、廃棄物を経済問題として捉える視点  

が進んでいる。   

ドイツでは、アウトプットの廃棄物だけでなく、  

インプットの資源・エネルギーと一体的に捉えて、  

循環政策を考えている。   

物質フロー分析に関しては、日独ともに進展して  

いる。地域産業の再生については、日独それぞれの  

方策で、取組まれている。  

リサイクル率に関しては、日独が世界をリードし  

ており、日独の協力は大変重要である。   

まとめ（Conc】u如ns）  

環境に関する散策の鏡台   
P01毎lnl喝「占“orlOnthe8nVl叩血inl  
持枝可虚性較咤／アジェンダ21と長期総合計函  

押9enda2－訓dL叫‾tem  

廃棄物経済という故意  
Con卿tO†Ab†illwlrbdⅦR  
廃棄物故買と資宣・エネルギー政策の統合  
ln【喝帽8飢01Waslo即吟訓dRe印＝ー快JE閥唱yPO‡l呼  
物質フロー分析の進展  
Devel叩menl（〉lMate血IFlowA偶りSb  
地域産業の再生への取組み  
郎PrO8destow∂佃S†印en針a血noF一喝bnalindus坤  
世界をリードする日独  
Japan訓dGemlanyareleadi咽仙ew（〉dd．  

12  
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参考サイト  

・日本国環境省（JapaneseMinistryoftheEnvironment）   

ht申：〝1珊Ⅴ．enV．gOjp／  

・兵庫県環境局（EnvironmentBureauoftheHyogoPrefecturalGoverIlment）   

http：／／WWW．Pref．hyogojp／JPN／apr／  

・姫路市（CityofHimqji）   

http：／／WWW．City．him匂i．hyogo．jp／  

・欧州委貞会環境総局（EnvironmentDG，EuropeanCommission）   

http：〟europa，eu．inVcomm／environment／index＿en，htm  

・ドイツ連邦環境省（GermanFederalMinistryfortheEnvironment）   

http：〟www．bmu．de／english／aktue11〃152．php  

・NRW環境省（Minis【rybrtheEnvironment，NRW）   

http：〟www．munlⅤ．nnV．de／index．html  

・NRW環境庁（EnvironmentAgency，NRW）   

http：〟www．1ua．nIW．de／  

・NRW効率化エージェンシー（Ef丘ciencyagency，NRW）   

http：〝www．efanrw．de／  

・デュッセルドルフ市役所（CityofDusseldorf）   

http：〝m．duesseldorF・de／de／  

・デュッセルドルフ市環境局（Environmentbureau，Dusseldorf）   

http：／／WWW．duesseldorf．de／umweltamt／index．shtml  

13   
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セッション】：環境ビジネスの動向  

「ドイツ・欧州における循環ビジネス：動向と政策」  

ヴッパタール気候・環境・エネルギー研究所（ドイツ）  

レイモンド・プライシュヴイツツ   

本日は、ドイツとヨーロッパにおける3Rビジネ  

スのトレンドと新しい政策について報告させて頂く。  Eco－）ndustriesinGermanyr：  
end・0†一肌epipe  

T柑d肋間】eco朝d肋a帽0011S吋eredtobo  
仇OSePrOdud喝enY－0nmen【a190く鵬S（Caplb1  
90ds．飢bber．mon肋パ咽）．p柑Ⅵd800鴨∪始n可  
aれdpbnnin9．and叫ngJw8S一台Sedor．  
Emp10ymn一旬rl．5MⅧ．People．1Vhlchb8bout4％  
d飢er釧e叩bymeれt  
Roughり15．0【氾のmp訓1ねShGemTa吋，e叩Orl  
Sh8昭一OUghty5％qtov色相動e坤○ぬ＝＞le如h9  
POSiぬnl爪manyrnaIkeb．   

1環境と経済のデカップリング   

ドイツにおける企業数は、15，（X氾、雇用者数では  

1謀）万人で、全雇用者数の4％を占めている。やや  

古くなった見方もあるが、それでも国内産業として  

も輸出産業としても非常に重要な産業になる。また、  

ドイツでは環境技術が全輸出の5％を占めている。  

こういったドイツの環境技術は世界のリーダー的ポ  

ジションにある。  

この図は、自然資源の利用を最小源にして、質の  

高い生活をすべての社会構成員に保障し、経済面で  

も上手く行くよう、自然資源と生活の質・経済との  

デカップリングを目指していくことを示している。  

土れが持続可能な社会のための発展である。  Eco－Indust（iesII：  
RenewableEner⊆lleS  

2 ドイツにおける環境ビジネス   

ここでは、ざまぎまなタイプの環境ビジネスにつ  

いて紹介する。   

このスライドは、ドイツにおけるエンドオブパイ  

プ型の環境ビジネスについて整理したものである。  

伝統的なエンドオブパイプ型産業は依然、非常に重  

要なビジネスである。エγドオブパイプ型とは、ざま  

ぎまな生産工程の末端で、発生した大気汚染物質の  

除去や廃棄物の処理を行う。例えば、資本財である焼  

却炉や排ガス洗浄装置の製造、またコンサルタント  

的なことや水処理や廃棄物の分野などもあげられる。  

S唱∩汀にa爪Igr（〉W山duetopo臼U臼】  
；ncentives．契tbyFed母指18ndReglon8】  
gmmm即biRCOmbin8伽nw仙  
in仙Va伽eSM由一e．g．肌加dene√卯  
p間引翰padlym帥∋伽017GW  
Thoughg「血h帽bm唱ht†b鵬n．血仙er  
g加hca几b“鞘胱旭圧．g．hbb軸d軋  
bi帥￥l∬．0飴hore涙雨ener9y．  
geo仇emwa「do鵬e指．   

環境ビジネスとして大きく成長しているのが、再  

生可能エネルギーである。これも、環境ビジネスの  

ひとつになる。温室効果ガス排出量削減の対策が必  

要になるので、ドイツ連邦政府では、インセンティ  

プを促すような政策と、企業の革新的取組みを組み   
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合わせで、再生可能エネルギーは大きく成長してい  

る。例えば、今、風力発電の設備能力は17GW（ギ  

ガワッりである。   

陸上の風力エネルギーの成長率は今後横ばいにな  

るかもしれないが、一方でさらに成長が見込めるの  

が、バイオ燃料やバイオマス、海上の風力エネル  

ギー、地熱などである。  

いるのがドイツの再生可能エネルギー法である。ス  

ペインにも同様の法的枠組みがある。この仕組みで  

はインセンティプが働いて、市場で再生可能エネル  

ギーが上手く取り入れられている。   

今の状況を鑑みると、一部のドイツの州は、新規  

の風力発電所の設立をより難しくする政策をとり始  

めた。連邦政府は、再生可能エネルギー法の補助金  

は過剰でないと主張している。結局のところ、これ  

までのところは成功事例が見られている。  
TheGemanRenewableEnergySourcesAct：  

lncentルes10Createamarkel！  

坤叫一血叩l■句■wy  
Su如如～8m奴dIモnb劇e5  

blモdu⊂8両脚0出血  

h鵬t仰tr曙b  

Ou勾■厄On掴丘托d  

r亡汀－u一肌伽，扁el叫  

I【ml㈹び卓  

Dm～【lり一書0～FOY細o  

hGモロlⅣ亡さゎーo⊃51rd血さ  

円佃l痢bycm印汀耶・関  

城il胴l血相川中騰b叫担  

D8bbon■8憎一曲i血9■  

（亡9血hdfO〝廿）  

Eco－lndustriesl［l：  

Producいon－inlegrated   

Condsl01p「○虎Sdnlegr∂teddl抑gOSSU血asdeaner  
pr出U嘘甜．PrO比SS・htemal佗qdln9．Ⅰ喝Bli岱．prOdud  
d¢伽erysystlさmS  

Empirka】雨den00d洞忙＝llt（】ga仇er，王Up呵ed  
lMPRESSbu－1dov追eIl⊂8thal†eaS8nSloi鵬roduco  
仙】父mモaSUreSWere†8U爪dlnreputa伽n，00mpl漁n恍  
8nd00Sl佗dudon・封％o一偏■一拍印Ukldm∂父伽e一計  
00S鴨．ma旭血Icosbla呵叫Una触．P拓鮎ve  
emp】8ymenlelねdsbyr8印dj咽伯1hert舶nbyl喝蜘鹿．  
＄ul〉S撼貯SnOt5中空d6∞！レimpodan＝11％01罰m〉．  

Fu仙erpr喝佗SSQnbee岬ded，duetoE棚卸d  
刷甜∨鶴馴dasE職権∩可句ency（w・由n■W．叫   

■  
＿i   

－ト  

‾i  

－■  

‾l  

：」貞慶加  

※拡大図あり（22頁）  

長期的にみると、却20年以降、水素が石油に替わ  

る戦略的なエネルギーになるだろう。しかし、省エ  

ネ技術の需要が下がるわけではない。逆に再生可能  

エネルギーと省エネ技術は、お互いを必要とする相  

互的な戦略とみなぎれている。   

ドイツでは、2（X氾年に再生可能エネルギー法が施  

行ざれた。それ以前にも同じような法律があったが、  

この法律によって、再生可能エネルギーを使用した  

活動に対する補助金と、売電による収入を得ること  

ができる。よって、発電事業者の生産コストと投資  

家の投資リスクを軽減させていくことになる。また  

エネルギー供給事業者に対しては、再生可能エネル  

ギーを固定価格で買取るといった義務がある。この  

仕組みによって、生産コストが下がり、再生可能エ  

ネルギーの電気料金も下がってくる。   

電気料金は、納税者ではなくて、消費者が支払う、  

このことは重要である。いわゆる公的な補助金にな  

ると予算は限られてくるし、また、欧州委貝会の承  

認が必要になってくる。ここを上手くバイパスして  

3番目の環境ビジネスタイプとして、統合生産  

（Production－integrated）がある。クリーナー・プ  

ヽ ログクションやプロセス内部のリサイクル、ロジス  

ティクス、製品輸送システムなど、生産プロセスに  

組み込まれた変化である。   

しかしながら、統合化された生産が環境負荷を削  

減するかどうかの実証的証拠を集めることは難しい。  

EUの研究プロジェクトであるIMPRESSは、これら  

の対策を導入するための理由は、企業ブランドやコ  

ンプライアンス、コスト削減のためである、として  

いる。統合生産を取り入れている企業では、エネル  

ギー・コストや材料費が削減され、また、ロジステイ  

クというより、むしろリサイクルによって、ポジ  

ティブな雇用をもたらしている。   

環境技術行動計画（ETAP：EnvironmentalTech－  

nologyActionPlan）や効率化エージェンシーのよ  

うなイニシアティブによって、統合生産が一層普及  

することが期待されている。   
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的な政策がつくられていくことになる。そして、EU  

とドイツの持続可能な戦略の1つに「資源生産性」  

や「マテリアルの効率性」の促進が掲げられている．   

環境ビジネスの4番目は、ニューフロンティアと  

してのイノベーションタイプになる。例えば、暖房  

システム用循環ポンプのように急進的ではないが性  

能が少し向上したもの、発光ダイオード（LED）な  

どのような機能イノベーション、さらにシステムイ  

ノベーションとして、ハスの菓の表面のように汚れ  

を取り除く植物の仕組みを適用させるような生物模  

倣型（bio－mimicry）技術がある。  

EUでは、資源効率を加速的に引き上げる戦略が  

検討されている。現在の資源効率は、1．5％になる  

が、20：氾年までに年間あたり3％にあげることを目  

標としている。資源情報のハブとなる組織を設け、  

EUにおける物質フロー情報を集めていくこと、また  

セクター別、国別のアクションプランをとっていく  

ことなどが自然資源の持続的管理のテーマ別戦略の  

中で検討されている。   

3 マテリアルフロー分析と循環政策  

ANewTrend：Materia［Efficiency   

LargecorLferencesbyGerTTlar．FederaI  
lndustryAssociation（BD［）andMinistryfor  
仇e∈conomyonsecuriりOfrawmaterials  
in 2005 
EUThenlaticStrategycnSustalnable  
Resource Management 2005 
EUandGemanSustainabil吋S廿ateg董e＄  
PrOmOteTeSOurCePrOductlV和Imaterial  
ef触iency   

新しい循環政策の流れとしてマテリアル・エフイ  

シェンシー（MaterialE抗ciency）の分野がある。ド  

イツ連邦経済省が今年、声明を出し、ドイツ産業連  

盟（BDI）が参加して、原材料の安全保障に関する会  

議を開いた。この背景には、銅や鉄鉱石など、工業  

向けの原材料価格の高腰があげられる。また、EU  

でも持続可能な自然資源の管理に関するテーマ別戦  

略を検討している。テーマ別戦略に基づいて、具体  

私たちの研究所では、製品のゆりかごから墓場まで  

を含む経済活動について、自然資源をどのように測  

定し、管理できるかを考えてきた。そして、物質フ  

ロー分析（MaterialFlowAnalysis：MFA）と呼ば  

れるツールを採用し、自然資源の流れを測定してい  

る。EUの統計局やドイツ連邦政府の統計局、ヨー  

ロッパ連合の加盟国、日本では賃立環境研究所など   
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が採用している。物質フロー分析は、OECDの支援  

も受けている。   

このスライドに出ているのは、EUの15カ国を対象  

とした物質フロー分析である。農業、工業を含めい  

ろいろなマテリアルを全部測定している。   

平均的EUの市民が、年間必要とする資源必要量  

（TotalMaterialRequirement：TMR）は、一人当た  

り別トンになる。そのうち、輸入品に伴う海外にお  

ける隠れたフロー（ForeignHiddenFlows）は16ト  

ンである。   

次に、国内で採り出されたマテリアルは一人当た  

り19トン、国内での隠れた 

HiddenfFlows）が15トンになり、鉱業の廃棄物など  

がこれに入る。インプットのうち、ストックに追加  

きれる総量は10トンになる。これは、建設や道路と  

いったインフラに使用される。ただし、3Rの観点  

から考えると、こういったインフラはいずれ廃棄物  

となる。したがって、政策管理の対象として、建設  

部分を取り上げることが必要である。   

このスライドの図の右側が国内のアウトプットで  

あり、廃棄物や排ガス、CO2の排出も含めて測定し  

ている。   

国として、企業として、地域として、資源生産性  

をあげるためtこは、物質フロー分析が必要となって  

くる。資源の流れを把握しないと3Rの管理ができ  

ないからである。   

隠れたフローの概念は、複雑である。下の円グラ  

フに隠れたフローの内訳を示している∴輸入に伴う  

隠れたフローには、未使用のもの、そして使用され  

たものなどがあり、国内の隠れたフローは、採鉱廃  

棄物や土壌浸食、埋め立てからなる。アウトプット  

の隠れたフローの大半は、大気へのアウトフロー  

（Ou帆owstoair）が占めている。隠れたフローの概  

念は、地域あるV）はビジネス戦略においセー層複雑  

になってくる。   

輸入に伴う資源利用量は隠れたフローを測定して  

※拡大図あり（22頁）   

いないと1976年から現在までは横ばいになっている。  

しかしながら、隠れたフローを入れるとまったく  

違ってくる。中間製品と完成品のエコロジカル・  

リュックサックを示した線は右肩上がりになってお  

り、この線と原材料だけを示した線とを比べたら、  

大きな差があることが分かる。包括的に資源量を測  

るのか、あるいはもっと狭義的に資源量を測定する  

のかで大きな差が出てくる。   

包括的に資源量を測ることを達成するため仁与、輸  

入に伴う隠れたフローを含めるぺきである。そして、  

測定ざれた数億は統計に使用されるものにしなけれ  

ばならない。この測定方法を国際的に標準化するため  

に統計局や専門家など、様々な連携が必要となってく  

る。企業においても国際的な観点で物質投入量を測  

り、物質フロー分析を行うことが必要となってくる。  

※拡大図あり（23頁）   

このスライドは政策の対象領域を示したものであ  

18   



豆G匿S  m年度「蚕業と環境j国際ワークショップ   

る。製品の各ライフサイクル段階において既存の政  

策が十分に対処しているかどうかであるが、第3段  

階目の廃棄物管理は上手くいっている。しかし、1  

番目の資源採取の段階から2番目の製造段階への移  

行に関しては十分な管理がなされていない。もっと  

政策ツールを駆使し、第1段階の管理を行っていく  

べきである。   

スト全体の削減につながるが、今まではこの部分が  

軽視されていたといえる。   

この図で示されているのは、ドイツ、ヨーロッパ、  

日本などの企業で始められている、PSS（製品サービ  

スシステム）のタイプである。   

Vlはモノの代わりに機能を提供するタイプにな  

り、例えば、家電製品やテレビなどのレンタルサー  

ビスがあげられる。V2は、洗濯機や車寧どモノの  

利用を共有するタイプである。V3は、洗濯機や車  

などのメンテナンス・サービスを提供するタイプで  

ある。Mは、パソコンやFAXなど多機能をもった  

製品を販売するタイプである。このようなタイプに  

おいてもライフサイクルでの物質フローを考慮する  

ことが重要である。   

マテリアルは、製品のライフサイクルコストの中  

心となっている。この図は、マテリアルコストが平  

均的な製品コストの何％を占めているかを示してい  

る。その結果、マテリアルコストとエネルギーコス  

トで製品コストの約幻％を占めており、これは人件  

費の占める割合よりも高いことが示されている。   

また、企業の管理者にどの部分のコスト削減を行  

うかを腰会すると、「人件費の削減」という回答に集  

中する。これは驚くべきことである。マテリアルコ  

ストとエネルギーコストを削減することで、製造コ  

ドイツ連邦政府経済省に対する提案として、ヴッ  

パタール研究所は、アーサー・D・リトル社及びフラ  

ワンホーファー研究所と一緒に、マテリアル・エ  

フイシェンシープログラムを今夏に作成した。   

これはマテリアルの効率に関わるプログラムであ  

る。マテリアル・エフイシェンシー・エージェンシー  

（Agency）を連邦レベルに設定することや物質効率  

化に関するコンサルティングや褒賞などが検討され  

ている。   

構想中の連邦マテリアル・エフイシェンシー・エー  

ジェンシーの業務は、特に中小企業に対し、コンサ  

ルティングやアドバイスを行う、というものである。  

最初に現場をチェックし、改善点を如座に実施でき   

S廿8teglestoりαeaSereSOUrOePrOduc山村byse仙g  
知ndons．甥Ⅳl曙S8ndproducIstnaselViceeco叩my   

‾  ■‾■   蝕肌叫椚山繭  
F加○†－叩bb  

m慮旭11丘b   

Vl＝ St呵11爪dot巧h東根d  

dgoぬ【8輌．TVI  
VZ書 CO爪mOr如r8duSO  

げ匝（8・9▲W叫  

m蝕もG耶）  
∨コ事 S8帽叩血間向r  

m五山l㈱01叫．Ⅵ血相  

m叫l声明  
H三 r仙l仙血pJ血ds  

（PC．F奴．Plm】可〉  

Nal渦○析叫血J嘲  
ニ＿＿＿ ゝ■－■－＿  h加uⅦ如¶血Iht血  

肉’b  

※拡大図あり（23頁）  
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施されている。また、全体的な経済政策や雇用政策  

との協調も重要である。   

次に地域において、技術的なクラスターネット  

ワークを形成することが重要となってくる。   

地域の競争力が一層求められるようになるが、生  

産コストやマテリアルコストの低減だけでなく、  

ネットワークの強化やその地域の資源効率を上げる  

ことが重要で、企業の参画が必須となってくる。  

NRW州におけるエフイシェンシー・エージェン  

シーのような機関は、それを支援することができる。  
※拡大図あり（24頁）  

Conclusions   
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※拡大図あり（24頁）   

るよう財政的な援助を行う。さらに専門的なコンサ  

ルティングや教育プログラムも提供する。  

3Rの趨勢は、ドイツやヨーロッパの政策におい  

て顕著に現れてきた。そして、それは従来の廃棄物  

管理やエンドオブパイプ型の技術にとどまるもので  

はない。特に有望とされているのは、マテリアル・  

エフイシュンシーである。これは、環境的な関心だ  

けでなく、材料費のコストにも反映されるからであ  

る。新しいインセンティプや優遇措置によって、企  

業をサポートすることにより、マテリアル・エフイ  

シュンシーがヨーロッパのさらなる革新の推進力に  

なる。   

ドイツのマテリアル・エフイシェンシープログラ  

ムも始まろうとしている。企業の努力によって、既  

存の工程でのポテンシャルを最大限に利用すること  

や既存の管理ツールの洗い出しが行われている。   

ただ、測定概念やパフォーマンス指標、ターゲット  

などの課題が残っており、それらをより明確にして  

いかなければならない。   

】nsightsfromrecentResearch  
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WaSte．reSOUrCeTTlanagement，CliJT［ateand   
OtherpoIicies．  

・Regiona181ustersofte8hnol【〉9y；lnd   
n（！tWOrks．  

・Regiona］competitivenessdnvenbyotheT   
飴dorstoo、Bu＄inesspa帽（：わationis   
Pivolalforanysuccess．EfficiencyAgency   
田nbeasuppor【lvefactor．   

最近の調査研究でわかってきたことは次の通りで  

ある。すなわち、3R経済に向けて、廃棄物や資源  

の管理だけではなく、気候政策や他の政策との政策  

統合が重要になってくる。気候政策はヨーロッパに  

おいても大きなテーマであり、排出量取引は既に実  
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そして、日・独・ヨーロッパの取組みは、持続可  

能な社会が持続可能な成長をするための有望な努力  

に値するものである。  
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岳6匿S  弐n5年度「産業と環境」国際ワークショップ   

セッションl：環境ビジネスの動向  

「わが国の循環ビジネスの動向」  

IGES関西研究センター  

産業と持続可鰭社会プロジェクトサブプロジェクトリーダー  

都鳥  孝   

本日は、わが国の環境ビジネスにおける循環ビジ  

ネスの位置づけとその動向について報告させて］頁く。  

とまる予定となっている。  

2 経済と環境の両立  

1循環ビジネスの新たな動向   

現在、環境省及び経済産業省で環境ビジネスにお  

ける市場規模調査を行っている。今年の3月に改め  

て、環境ビジネスの市場規模調査を行うための基本  

的な考え方についての委員会が開かれた。今までどお  

りOECD分類に従ってインタビュー調査を中心と  

して予測を行っていくが、そこでの論点の1つ目に、  

新たな方向として、循環ビジネスのグローバル化が  

進んでいることが挙げられる。わが国のリサイクル  

は中国との関係の中で、グローバル化している。ま  

た中国自身の経済発展が著しく、徐々に環境制約が  

出てきている。そこで、わが国の環境ビジネスが中  

国で役立ち、さらなる環境ビジネスの規模の発展が  

予想される。   

2つ目に、循環ビジネスが、今までは、例えば、  

「循環」というぁが環境基本計画において定常的な流  

れとされているように、静態的なものと捉えられて  

いたが、今や循環ビジネスそのものがダイナミック  

になってきている。それは、サーピサイジングやPSS  

（製品サービスシステム）という、モノをサービスに  

置き換える「脱物質化」の方向性がでてきているこ  

とからいえる。そのような形での環境ビジネスの始  

まりをどのように捉えればよいのかということを踏  

まえた上で、環境ビジネスを考えていかなければな  

らない。その方向性をみながら、事務局が作業を行  

い、環境ビジネスの市場規模の調査が今年度中にま  

払℡ 0．経済と環境の両立．－．出．．．．由咽せ叫攣   
－－仙  

：  

廿  
1▲■t■■■■脚▲敗  

一環境近代論－  

－ 
昔，．  

皿  

謀汰叫⇒器妄汐q・■刀山＝＝ク・・  
8  

クリーン蓼■ウ1イル●エシリフナ朗脚  ○  
－G  

中  
イ 

■▲1叫・イニ・イス上ⅥMゼー如I   

．．む且叫  瑚“仰・．．出。叫．▲山肌畑．．．＿   

ここでは、循環ビジネスや環境ビジネスが成立し  

てきた背景をみていく。これまでは、「経済と環境  

は両立しない」、「経済的に利益をあげることと環境  

に取り組むことはトレードオフ」とぎれてきたが、  

19御年の中頃から、「環境と経済の両立」を目指すよ  

うな方向での考え方がでてきた。   

ヨーロッパにおいてほ、「環境近代化（ecological  

modemization）」の議論の中で出てきている。さら  

にヨーロッパの中では、「環境と経済の両立」だけで  

なく、「環境と経済と社会の統合」という流れが出て  

きている。   

環境近代論の概要は次のとおりである。すなわち、  

環境規制強化による環境コストの内部化に対応する  

ため、企業は追加的な環境投資をしなければならな  

い。それが、エンドオブパイプ型の技術対応のもの  

であれば、その環境投資は非生産的な投資になる。  

そうすると環境コストが上がり、内部努力で吸収で   
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岳G監S  2α）5年度「産柴と環境」国際ワークショップ  

きない場合は、価格に転嫁され、国内的には、売上  

高が下がって、経済成長が下がり、国際的には、国  

際競争力の低下をもたらす。そこからどうするかで  

あるが、1つの方法は、一国内の規制強化であれば、  

規制の緩いもしくは規制のない国（いわゆるpollu－  

tionheaven）への生産拠点の移転であり、これは、  

公害輸出といわれるものである。企業は生き残るが、  

公害そのものほ国内から海外に輸出される形で、環  

境コストは外部化され、問題そのものは先延ばしに  

なる。したがって、国内的には産業の空洞化が起こ  

り、失業が増大する。   

もう1つの対応の仕方は、現在は衰退産業になっ  

ているが、煙突産業のロビー活動である。規制をか  

けられるのは、1㈱年代～70年代に盛んであった煙  

突産業である。煙突産業というのは、その当時の産  

業構造の中で大きなカを持っていたので、彼らほ利  

益集団化し、ロビー活動を行V】、補助金をもらう。  

また、非関税障壁を求め、外国企業から自分たち企  

業を守る。これほ、環境コストをロビー活動によっ  

て骨抜きにしていることになる。このことで、産業  

構造の転換が大きく遅れることになる。環境の公害  

輸出やロビー活動で、企業は生き残れても、環境と  

経済のマクロ的な両立は難しくなる。   

これに対して、非生産的なエンドオブパイプの技  

術ではなく、未然防止型の「クリーン型環境技術」  

や、活用きれてV）ない資源をより豊かに活用ざせる 

「ウエイスト・エンリッチメント技術型環境技術」  

によって、対応していこうという「エコイノベー  

ション」の流れがある。   

エコイノベーションを起こすことで、今までほ事  

後的な対応であるエンドオブパイプ型でコストが掛  

かっていたものが、投資にコストを掛けても、コス  

トがどこかでオフセットされ、全体のコスト削減が可  

能になってくる。そうして、環境対応することで、  

経済的に利益があがり、産業を活性化ざせようとす  

る「再産業化（リ・インダストリアリゼーション）」  

や「産業のグリーン化」が起こる。   

もう1つは、資源を節約して、サービスに代替し  

て、「脱物質化（ディ・マテリアリゼーション）」を図  

りながら、サービスサイジングやPSS（製品サービス  

システム）で対応して、「脱産業化」、「サービス経  

済化」を進めていこうとする流れである。  

1．環境のクズネッツ曲線rr  

撃窯雷撃法華曇聴豊野  
分虚刹弧ドル一期ドル】   

可閃臼封斗一‘民主的敏昭蚊支I→敢史的珂甜叫】●環慎扶持的刃応  

r鰻ぺの注伍81庄東の四欝且争力き祝事る」  

tマイケル・ポーター）  

rエコロジー的I薫己註王としての岸里辻鷺」  
t正文慈円れのIl道真化）  
t正文E円内の一貫ヨE－い－【エコロジー的道代仙  

（マルティン■イエニヮケ〉   

この図は、環境クズネッツ曲線を示している。ク  

ズネッツ曲線とは、サイモン・クズネッツが「経済  

発展の初期段階では所得格差が拡大するが、ある所  

得水準に達すると次第に所得格差がなくなってい  

く」と論じたもので、特に環境のことを示すもので  

はない。ただ、ここでは環境問題で表して、経済成  

長と共に環境破壊が深刻になるが、ある点（GDP  

3，（氾）ドル～5，（Ⅹ氾ドル）から、経済成長にも関わら  

ず環掛ま改善（経済と環境の両立あるいは、経済と  

環境のディカップリング）されることを示している。  

「環境のクズネッツ曲線」がなぜかおこるかについ  

てはいろいろな説があるが、1つに、ある程度、経  

済発展すれぼ国民の環境意識が高まり、そこに民主  

的政治意思決定のプロセスがあれば、それに対する  

政策対応がとられ、基本的な規制がなされる。そし  

て、企業がエコイノベーションを起こすような環境  

技術的対応をとり、環境と経済の両立が可能になっ  

てくるという考え方がある。このことは、日本の環  

境政策の中でもみられている。そういうことを踏まえ  

た上でハーバード大学のマイケル・ポーター教授は、  

「規制の強化が国際競争力を促進する」と唱え、あと   
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iG匿S  2005年度「産業と環境j国際ワークショッフ   

でボーターは「適切な規制が」と言い換えているが、  

「適切な規制によってエコイノベーションがおこり、  

企業利潤が生まれる」と提唱している。同じような  

ことをベルリン大学のマルティン・イエニッケ教授  

もそれを2つの側面で捉えて、「産業部門間の構造  

変化」で環境負荷の少ない構造変化への転換と、い  

わゆる原単位における資源やエネルギーの利用を減  

らすといった「産業部門内の構造変化」という2つ  

の産業政策で、環境近代化を進め、環境調和型の産  

業構造へ転換することを唱えている。   

大体GDP3，（X旧ドル～5，〔類〕ドルの中では、大気汚  

染や水質汚濁といったppmで計測される環境汚染  

に対して環境クズネッツ曲線の現象が起こってくる。  

ところが、CO2や廃棄物になるとGDPがもっと豊か  

なところ（地点）になってくる。CO2に関して、やっ  

と国際的な条約のもとでキャップが少しずつはめら  

れるようになってきた。したがって、それぞれの汚  

染物質について、第1の環境危機と第2の環境危模  

が対応する。今、まさに循環型社会と脱炭素型社会  

を実現するために、廃棄物対応と温暖化対応でのク  

ズネッツ曲線が少しずつ下がってくることが予想さ  

れる。  

クリーナー型環境技術とは従来の発生した汚染物  

質をどうするかという対症療法ではなく、未然防止  

的な省資源・省エネ技術であり、ウエイストエン  

リッチメント型環境技術は廃棄物を未利用資源や再  

資源と捉えて活用する技術である。リビング型環境  

技術とは自然そのものを利用する技術で、自然素材  

を上手く利用した技術、いわゆる生物模倣型（bio－  

mimicIY）の技術といわれる。   

例えば、菜の花の油の使用や、パームオイルを使う  

など、石油に代わる燃料としてバイオディーゼル燃料  

（BDF）を開発する技術などがある。他には、農業に  

おいては害虫であるカイガラ虫のワックスを、感熱  

紙の光っている部分の原材料に使用したり、自然素  

材のチョコレートをそのまま固めると脂分が遊離し  

てくるので、乳化剤として使ったりする。   

太陽光エネルギーや風力などの新エネもどちらか  

とV】うとリビング型環境技術に入る。そして、これ  

らの技術によって、環境対応を行いながら、コスト  

ダウンを図っていく。  

1渕：）～つ町年代の第1の環境危機では、産業そのも  

のの生産プロセスにおける環境負荷を減らす取組み  

であったのに対し、今日の第2の環境危横では、市民  

の生活そのものの環境負荷を削減する取組みへと変  

換していっている。また政策に関しても規制（ハー  

ドロー）だけではなく、経済的手法や自主的な取り  

組みなどの社会的手法（ソフトロー）が導入され、  

環境ビジネスの中身も転換している。   

このような流れの中で、環境と経済の両立だけで  

なく、環境ビジネスは雇用を増やすことにもなる。  

今日の福祉国家は、失業した人をどうやって救い出  

すかの事後的なものから、失業させない未然防止型  

の政策、「雇用こそ最大の福祉」というwelfare（福  

祉）からwork臨re（雇用福祉）に転換するものもあ  

る。北欧では、環境を守りながら、新しい雇用を確  

保するといった「環境と経済と社会の統合」を取り  

始めている。税基盤に関しても雇用を増やすグッズ   

．ポーター仮説  

・声1のⅡ触t  

笠㌫認㌫鮭蹴誓禦㌍馳闇珊仙坤  
・茶会の環墳丘檎  ‘讃欝㌫認識還蒜浅識彗隻賢諾惣墓紆招   

W咽朗拡盗保事弓用洞野活用・再欝遷化玖燐）   
（地歴凛姫監E白虎諾用技制  

・罵1の環札亀tlと扇2の旦姐tlでほ．   

ゆ王叫慶1倖虞ブ勺セスl縛市民（黒か生見）   
偲欄仲匝旬儒約手誌・社会的羊丘l蟹玉ほ捜”＝より硯魂ヒ王手スの曳ゑ鳥惚   

ポーター仮説の中では、第1の環境危機における  

エンドオブパイプ型環境技術対応であったのが、次  

第に第2の環境危機に対してクリーナニ型環境技術  

やウエイスト・エンリッチメント技術型環境技術型  

やリビング（u扇ng）型環境技術などが出てきている。  
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蓋G匿S  2005年度「産業と環境」国際ワークショップ  

から環境を破壊するバッズへ課税をする形で環境負  

荷が少ないビジネスを育てるような産業構造の転換  

が進められている。  

3 わが国の環境ビジネスの発展経緯   

わが国の環境ビジネスの発展は環境法と関連して  

※拡大図あり（33頁）   

いることがわかる。1970年代に「大気汚染防止法」  

や「水質汚濁防止法」などが出て、それに対応した  

汚染防止装置などがビジネスとして起こっている。   

刑年には、本日のテーマでもある循環ビジネス  

を支える「循環型社会形成推進基本法」が成立し、  

またm年前後から温暖化に関連するいくつかの法  

律が出てきている。これと、「日本の環境ビジネス  

の経験」とを見比べると、規制があって、それに伴っ  

て環境ビジネスが出てきていることが分かる。   

特に循環ビジネスに関しては各種リサイクル法が  

Ⅸ）年代半ばから出てきている。「容器包装リサイクル  

法」、「家電リサイクル法」、「自動車リサイクル法」、  

「食品廃棄物リサイクル法」、「建設資材リサイクル  

法」が成立きれている。これらの法律は、環境ビジ  

ネスの進展の中で、大きな意味を持っている。例え  

ば、「容器包装リサイクル法」が成立した後、PET  

ボトルのモノマー化技術の開発が進み、プラスチッ  

クについては、高炉還元剤（ケミカル・リサイクル）  

やガス化といった技術開発が出てきている。   

家電に関しては、1973年の石油ショック以降、省  

エネ琴術が進み、またその後の改正省エネ法による  

「トップランナー方式」が家電の省エネをさらに促進  

させている。また、「家電リサイクル法」によって、  

素材のリサイクル技術も進んでいる。   

自動車に関しても排ガス規制や「自動車リサイク  

ル法」によって、低燃費化やリサイクル技術の開発が   

※拡大図あり（32頁）  

※拡大図あり（32頁）  

※拡大図あり（33頁）  
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進み、国際的な競争力をもった奉となっている。  

「食品廃棄物リサイクル法」ではコンポスト化や飼  

料化、またバイオマス戦略としてメタンガス発酵技  

術が開発されてきている。しかし、バイオマスは  

中々上手くいかないので、生ごみからポリ乳酸を利  

用した生分解性プラスチックの開発が行われている。  

を中心としたアジアにおいて展開されることが期待  

される。それに対して、日本で重要になるのは、温  

暖化防止型ビジネスと循環型ビジネスになってくる。  

※拡大図あり（34頁）  

3．（2牧日）わが国の退城ビジネスの市塙親睦の現状と将東予瀾  

第2の環境危機とエコ■イ∠杢＝  
ン（タイプ2）  

辻 ≡畏く…．，16．・仰山叫・・〟・   
いtt■■∴t、－ ■tllこ、・t「1い＝、・ゝt■ t▼■一Ihモい■l＝l．  

▲ll：81■  
省エネ・エネルギー管理咋ンサート大気汚染用丑亀鑑・尊  
皇可能エネルギー・土壌・水貝浄化（出土レメディエーショ  
ン）・省栗源  

環境負荷低減技粁賀品哨避有効利用ビジネスOECD分顎  
循環型社会ビジネス（廃棄物処理からリサイクル）  

循環型社会形成放逸基本法偉器・包茎・家電・自動車・建  
設・食品・（′くソコン）・リサイクル法  

規COコ・省エネ型社会ビジネス（エネル羊一対薫から温暖化  

対毘）  

省エネ法改正JRP＄法  

※拡大図あり（34買）  

この表は、わが国の環境ビジネスの市場規模の現  

状と遡10年、狐年の将来予測をまとめたものであ  

る。市場規模は、従来の環境汚染防止型（A分蘇）、  

未然防止型の技術である環境負荷低減技術及び製品  

（B分類）から資源有効利用（C分類）に拡大している  

ことが分かる。個別にみると、大気汚染防止や排水  

処理といった技術から再生可能エネルギーや環境配  

慮型製品の規模が伸びている。環境汚染防止型（A）  

の環境ビジネスは、日本においてすでに成熟してい  

るので、これからはこれらの汚染防止型技術が中国  

4 「サービス化」と「耐久化」   

循環型ビジネスの中で重安なのは、「サービス化」  

と「耐久化」である。  

「サービス化」とは、モノではなくサービスを売る、  

いわゆるサービスサイジングやPSS（製品サービス   
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リングや、エコプーリング、エコポロウイングなど  

もある。似こもITや労働集約的アSSなどもある。   

サービス化の例として最後に、パフォーマンスや  

機能の販売といった、エコレンタル、エコプーリン  

グ、性能保証やCMS（化学物質管理システム）など  

がある。   

このようなサービス化により、脱産業化（Dein－  

dustrializadon）を目指した循環ビジネスが今後、進  

んでいくことが考えられる。  

8．サービス化  9．耐久化  

¢岬如∈t5ぬ5ゆm（PSS）  
湘のサービスlこよる代醐比   

率点壬禿るのではなく．腑サービス妄言る  

「研一ナるサービス∫酬  
「亨虫を望月するサービスjl剛、り・安心サービスj  

・サービ棚久化  
（メインテナンス佃－セールサービ伽プリウシュノ   アッブタレ「円  

・鞘・利用形B（エ⊃シ＝アリング任コプーリング／瑚  

・酬・抑された芳t朗＝よる代世（m方醐】  

・パフ才一マンス／也輌禿（エコレンタ〟エコプーノン棚良lむC仙S）  

製品の耐久化のための機能区品・環境負高低減群島による代智  
拉爬低下一重‘引ヒ⇒製品の匿き換え（X）⇒部品・釦材の代替によ  

る捜縫の劃久他  
出  ■ ・ミーil血  
再生策印非木材扱lバルブモー付エコセメント／バイオ鼓舞等〉  

代草原村科【生分解性プラスチックノクロムフリー用坂l鉛フリーは  
んだ伏豆インキ〟＼ロゲンフリー難燃プラ／非スズ系船底塗料勒  

長寿毒化（長寿命エコ鋼管牲等）  

嘉根能化描効率無方向性電磁鋼板J嘉法力鎮店強度蒋飼抜等）   

システム）と呼ばれるものである。今までは、エコ  

プロダクツといった製品の環境負荷を低減していく  

ものから、製品を作るプロセスの環境負荷を低減さ  

せていく、そして、売り方や買い方のイノベーショ  

ン、物質のサービスによる代替へと「脱物質化」に  

転換していく。そのために製品を売るのではなく、  

機能やサービスを売る。そういったPSSやサーピサ  

イジングといった形態のさまざまなビジネスが出て  

きている。   

例えば、農薬を売るのではなく、できるだけ少な  

い農薬で害虫を駆除する「害虫駆除サービス」や、  

蛍光灯を売るのではなく、あかりを提供する「あか  

り安心サービス」などがある。   

また、サービスによる製品の耐久化として、メイ  

ンテナンス、アフターセールサービス、リペア、リ  

フォーム、リファーブリッシュ、アップグレードな  

どがある。   

その他、モノ所有・利用形態型として、エコシェア  

もう1つは、製品寿命を延ばすといった「耐久化」  

である。そのために、再生資材や環境負荷の少ない  

代替原材料で引き続き使用できるようにする。また、  

長寿命化（例えば、長寿命エコ鋼管柱等）や高機能  

化といったものが出てきている。  

10．PSSプロバイダーの産業別分布状況  

IGESのBSSプロジェクトでは、現在、わが臥こお  

けるPSSの展開をケーススタディを通じて研究して  

いる。この図の縦軸にどのようなPSSがあるか、横軸  

に製品のライフサイクルでの産業を入れて分類して   
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いる。これをみると、販売やサービス分野でのPSSが  

圧倒的に多く、上流の素材型が少ないことが分かる。   

素材産業型のPSSを考えると、マテリアルリース  

といった、原料や材料そのもののリースが基本的に  

できる。マテリアルのリースは、究極の循環型サー  

ビスを作っていくことになる。しかしながら、わが  

国では、マテリアルに関して品質が悪くなるという  

ことで、カスケードリサイクルを行っている。その  

カスケードリサイクルをしながら、一国だけではな  

く、グローバルな形での循環圏を作りながら、マテ  

リアルが回るようになってきている。したがって、  

素材産業が本来の水平リサイクルの形ではなく、カ  

スケードリサイクルを行っているので、素材産業で  

のPSSのケースが見つからない。   

しかし、全くないかというと、陶磁器の産地で廃  

陶磁器のリサイクルを行って、陶器を作っている事  

例がある。お皿が謝れて、回収したものと陶土を混  

ぜて、再生陶器を作るコミュニティビジネスが始  

まっている。   

素材産業のPSSのケースが見つけられなかった理  

由に、長寿命化のための高機能素材や生物的な起源  

をもつような再生可能な素材など、素材そのものの  

代替が産業として進んでいることが考えられる。   

今後の循環型社会は、「サービス化」をしていくと  

いうビジネスの展開と、マテリアルそのものの高機能  

化や低環境負荷素材の長寿命化といった産業がおそ  

らく出てくると考えられる。環境ビジネスを静態的  

に捉えるのではなく、動態的に捉えていくことで、  

次の循環ビジネスの方向性が見えてくるだろう。   
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腑鶴肌ヽ畠IB  

ロH⊃⊂＝コ⊂⊃ロ＝⊃亡  

ガえーの出陣台強が揮びb   

太字；市旭攻to印堅円  

風上  

出典：環境省（2005）「環境ビジネス市場規模調査事業」報告嘗   
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日本の環境ビジネス経験   
曝現ビジネス  
の分類  ●・l  

市 場 焼 損 等  
・■  ・＝■  ・・■  …－  208口琴の市場親切   市堵の琵蓬   

大気汚染防止邑正夢  ■大明触こ亡紬土玉露E  
÷Ⅰ、叩IER  －■－  

公融止  
大糎 防止祖  

＊抑止首匿葬  往事ヒ仕丁しT見た楓ゴい   

（慣墳負荷智濾）  
】丁．2打佳日  け【l年代モ通じて舶．1I川  

ご・1ン・i； ；甘．引（伎R   専一tkは肌ヽql抄．］l珊  以って罵研勾  寧誌  ・脚色す豊玉印加圭   
1年代ヒなフてモー  

′   兵背馳嵐覆  ■反笈職賢用区ほ‡I年  
：！，．t封技円   ～り王】布嗜まで姐に糧  

皮蛋物色l箋  

如し．坤ヒ硯肌l仁杜謬  ㌻㌫蒜「一◇ ミ  

不文驚濃且造  ■奴タラワフ鵡工恥叩旭  
：I．1S】錠円  ，■■・1▲…・  判事ら■灯明叩  

■セメント巧昭也・m伽  

リサイクル  間完 ：H．1帥任用  ニー、「▲・  
■、仰  

春拓リサイクル り45佳日  篭・如lモカょも亡謬び独コ  

筏  慮耶即諾旭  
1屯  

・昏り生坂往．さ防Eも芸文  

お  純・OA轡石リサイクル           三色椰晶旭叫 ■射諭取離始れl 

応  ≠コi匝  

和（含日勤耶蟄瑠〉 －・・  

三＞  リペア・  
リユース  匡訴  住宅リフォーム 三TI．与71位円  

中古砂完（古拙）  
‖．11ほ任円  殴  

し且   
●り和琴の巧下水物公  

し頓  確証下水コ琴Rが畑諷  

押水班   用きh．和もI朋t卑  填までせ血  下側  
：別，○刑仕円   ●近年は、社会諷≠辿曳搾庄  

翼の凧破れの寧で、下  抽職も掛モ筏け   

翻1と ＝蟻は化   掃化 ；11．川l駐日  
【ユ†t’こ  

毒ト計  且女工事 Hほ＝阪田 閃水利掩等  

圏－⇒   
土壌浄化  

：糾ユ億円  

】≡攻倖q  

土壌   

零牧分析等  ト  
瓶サービス  

窃視マネジメン｝く含情報シ  

壁顧j∋国≠ヨ        義き誓崇 
りIl一年の職工手5左モ宍蹟  

亡太帽充現や凰力免零  

環  猫エネ．1シギ   
なとの駄ネモー畑した   

常圧＝＝＝＝＝＝コロDロロ¢  太稲塾利用 ：lll反日 太R先発言       太織充  

航在置の脚・脚電  
和  止してlヽる．  

匿∋⇒  逼塞ぎ遠忌揖 り相槌月   
旦 エ ネ  床劾・バイオマス充電  

省エネルギ   ・葺…◆   ；一拍飯田 †l【I乎暮   

用  コージェネレーション  
：I抑僅円   地建 袷臨」」＿．．．，．．＿  コー勃蕗  レーシ1■   

ーン’エ不ノ坪一打l訊邑  一β肘枕のグリーン化仁よ  
l人】ⅦI琴級霹妙  

環魁聖む晶・  ■■－′■■、■   

サービス  ぴた．  

太宰：布曝Iはl伽佗日  

比上  

出典：覇境省（2005）「環境ビジネス市場規模調印票」報告寄  
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3・わが国の環境ビジネスの市場規模の現状と将来予測  

3・（2枚目）わが国の環境ビジネスの市場規模の現状と将来予測  

法 
。ないものが払   ｛出紺成層…舶1J   

3：市場浪掛こついては、単位未満について四捨五入しているため．合計が一瓢奄い場合がぁる。  
資料：環境省  

：姓   
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セッションIl：地域産業の振興  

環境保全と産業振興  
－ドイツノルトライン・ヴェストファーレン（NRW）州の取組み一  

（株）エヌ・アール・ダブリエージャパン  

（ドイツノルトライン・ヴェストファーレン（NRW）州日本代表事務所）  

アストリッド・ベッカー   

ノルトライン・ヴュストファーレン（NRW）州で  

は、この数十年間、環境の再生や環境技術の促進に  

よる汚染防止、生態的で資源効率をあげるプロセス  

の導入、廃棄物回収の向上やリサイクル、資源回復  

の向上に取り組んできた。そこで、本日は、この分野  

におけるNRW州の役割や目的について報告ざせて  

頂く。  

策での新しい規制やルールが作られた場合、日本の  

企業にとって大変重要であると理解されている。   

NRW州の経済力の源は、1946年の州の設立以前  

に遡り、19世紀中旬、ルール工業地帯の開発から始  

まった。ルール工業地帯はその時以来、数十年の間、  

ドイツのためだけではなくヨーロッパの全体の産業  

と経済のエンジンとなってきた。   

第2次世界大戦の後、この地域は、戦後復興とド  

イツにおける戦後産業の成長に大きく貢献してきた。  

しかしながら、この成長とそれた伴う開発は、石炭  

工業と鉄鋼業に大きく依存していた。   

今日において、NRW州の70％のGDPはサービス  

産業が占めているが、化学工業や機械工業は、依然、  

主要な産業である。このような産業への集中という  

構造的な問題にもかかわらず、急速で集中した産業  

成長は、技術開発やイノベーションを生み出した。  

このポテンシャルは、重工業のビッグプレイヤーだ  

けでなく、NRW州のGDPの70％、そして輸出品の  

60％を占める中小企業にとっても大きな恩恵となっ  

ている。ドイツにおける多様な中dヽ企業は、特定の  

産業セクターが危機の場合に重要な拠り所となって  

いる。このようなことから、州政府は中小企業の経  

済条件の向上に非常に関心を持っている。  

1NRW州の概要   

最初にNRW州の概略について、紹介する。NRW  

州は、ドイツの最も西に所在して、オランダとベル  

ギーの国境沿も）にある。人口は、約1，加万人で、国  

内総生産（GDP）は4，810億ユーロになり、ドイツ  

における人口ならびにGDPの5分の1を示してい  

る。したがって、NRW州はわが匡＝こおける最も経済  

力のある州である。しかしながら、NRW州は日本  

においてあまり知られておらず、むしろ州都である  

デュッセルドルフの方がよく知られている。デュッ  

セルドルフは、ヨーロッパに7，∝Dはどある日本の  

コミュニティー中で最も大きなコミュニティーを抱  

えており、NRW州にはおよそ1万人の日本人が住  

んでいる。この数十年の間に、5α）を越える日本の企  

業がデュッセルドルフやその周辺に進出し、約3万  

人の雇用を創出している。つまりこれは、日本の企  

業がヨーロッパ市場におけるビジネスの拠点および  

ハブとして、NRW州がどれだけ重要な位置付けか  

を示しており、また日本の企業とNRW州との関わ  

りの重要性も示している。また、EUにおける環境政  

2 環境保全のはじまり   

環境の保護および再生に関連する技術やシステム、  

サービスの分野は、長期的にみて中小企業の振興に  

有望な分野となることが分かった。   
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第2次世界大戦後のNRW州の急速な発展段階に  

おいて、19説）年代後半から1∈樹〕年代前半の石炭危機  

と1970年代前半の石油危機という2つの厳しい課題  

に直面し、いずれの時も鉄鋼業等は危機に陥った。  

鉄鋼業、鉱業ならびに関連産業が下降し、失業率が  

高まって社会全体に大きな影響を与えた。   

主要産業の下降による急速な不安定化に対して、  

NRW州は対応処置を検討することを強いられた。つ  

まり、失業に対する対策として、近代産業に適したイ  

ンフラストラクチャーを提供すること、教育や資格  

を労働者に提供すること、そして失業者対策が必要  

となってきた。   

多くの産業が撤退すると同時に、そのような産業  

発展には高い代価が支払われていたことに気づいた。  

生産拠点やごみ捨場は想像以上に汚染されており、  

新産業や民間住宅には利用できなかった。   

このような背景をもとに、1970年代前半、州政府  

は、汚染地域の再生や人々の居住環境の再生を含む  

インフラストラクチャーへの投資によって再活性化  

を図ることを決めた。産業再生の対策と環境の再生  

及び保護が始めて組み合わされた。  

1970年代初頭には、ローマ・クラブが初めて資源  

枯渇に関する警告を表明し、ドイツでは「循環型経  

済L’Kreislaufwirtschaf［7’」という概念が既に言及さ  

れた。   

しかしながら、その当時、自然環境の再生と経済  

的回復の組み合わせは、まだ戦略的に意図されてい  

なかった。  

そして、環境保護を目的とした技術発展の結果、  

環境保護そのものが産業となった。最初、廃棄物の  

処理を扱うサービスが、その後、廃棄物の防止と  

いったサービスが出てきた。   

NRW州政府は持続可能性のコンセプトを基本と  

して、未来指向型の廃棄物管理を提供し、促進して  

いる。これは、環境的責任と経済的実現可能性と社  

会的受容性を組み合わせたものである。廃棄物管理  

に関する従来のアプローチではこのような目的を達  

成することはできない。廃棄物処理に関しての持続  

可能なコンセプトというのは、第1に効率的なリサ  

イクルを、第2に環境に配慮した処理方法を考慮す  

ることである。統一的な基準でのゴミの廃棄と熱処  

理の実施に関しては、これまで好結果を得ているが、  

それに加えて、未来指向型の廃棄物管理として、資  

源利用の循環型管理が必要となってくる。   

これを達成するために、製品そのものにもっと留意  

しなければならない。新しい革新的な製品というも  

のは、ライフサイクルにおいて環境的に配慮した製  

品を提供するための統合的なアプローチが基本と  

なっている。それが製造業の責任である。   

もう一方で、廃棄物の再利用に注意を払わなけれ  

ばならない。これは自然資源の保護に貢献する。こ  

の日的のためにわれわれは効率よく資源材料を回収  

し、技術を加速することが必要となる。また、こう  

いったマテリアルのための市場を開発しなければな  

らない。   

家庭における廃棄物の分別は、資源ゴミ回収のた  

めの効率のよい方法となってきた。次に、天然資源  

の代替を実現するためには、回収したマテリアルの  

質を上げる新しい方法を開発しなければならない。  

そうすることによって、中小企業のための事業分野  

がもう一つ見出せるかもしれない。   

ブリュッセルの欧州委貞会で今日における廃棄物  

の管理に関するEUレベルの法規定がどんどん新し  

く出てきている。   

3 環境保全と産業の活性化  

1980年代前半に対策が見直され、また環境汚染が  

市民の中で重要視されるようになってはじめて、  

「環境保護と経済の発展の両立」が、政治的な戦略と  

なった。そして、環境汚染に対する解決策を捉供す  

るシステムやサービスが、新しく求められるように  

なった。  
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容が、大きく変わってきている。最初の重点は、環  

境基準を設定し、環境と人間の健康の両方にあては  

まる最低限の保護を与えるものであった。現在の戦  

略というのは、企業活動の基盤を考慮に入れながら  

同時に企業活動による環境の菩を避けるべく、はじ  

めから対策をとるものである。   

製造プロセス、製品やサービス、いずれも経済的に  

も環境的にも効率をあげることが必要だと考えてい  

る。そのためには産官の協力が不可欠であり、また革  

新的な力を動員しなければならない。そうすること  

で、確個とした前進をもたらすことになる。  

NRW州は、この法裁定の策定プロセスに参加し、  

影響力を持つことは大変重要であると考えている。  

特に「廃棄物か非廃棄物かの区別」、「廃棄物の再利  

用と処理の区別」、「リサイクル・プロセスとその実  

施における一様な標準化の定義」について、それぞ  

れ明確にするよう、参画の必要があると考えている。   

平等な条件での競争は、すべての参画者が平等な要  

件をみたすことによって確実なものとなる。NRW政  

府は、環境に関する標準の調和だけではこの前提条  

件を満たすのに十分でなく、提案指令の中へ、廃棄  

物の再利用と処理との明確な区別と同様、平等な環  

境標準を含めることが必要であると考えている。  

NRWの見解では、環境保護戦略を推進し実施する  

ことによって、経済の活性化や雇用創出の面で様々  

な機会があると認識し、こういったチャンスを活か  

そうとしている。例えば、環境産業と代替エネル  

ギーの分野において環境面での革新を起こしたいと  

考えている。   

世界的な環境配慮製品や技術市場として、NRW州  

の多くの企業は代表的なポジションにいる。今や環  

境産業ほ主要な産業の一部になっている。再生可能  

エネルギー分野も同様である。多くの企業や事業者  

が持続可能な経済のモデルとなっている。   

NRW州だけで2，1∝）の中小企業が直接的もしくは  

間接的に再生可能エネルギーに換わっている。年間  

売り上げは30僚ユーロに達しており、雇用数におい  

ては20万人にも上っている。また、これらの中には、  

事業の中心を鉱業技術からソーラーやバイオマスガ  

スの技術に移した企業もある。さらに、機械産業や  

装置産業におV）ても大きな雇用横会が創出されると  

期待している。   

我々は、バイオマスからの発電についても有望視  

している。バイオマスは、EUレベルの優遇措置に  

大きく依存している農業従事者に対して、大きな収  

入源になることが予想される。   

ここ数十年で環境に関する政治もその形態及び内  

4 効率化エージェンシーの役割   

世界的な規模で原材料やエネルギー価格の上昇が  

みられている中で、私たちはこの状況に関して迅速  

かつ包括的に対処しなければならない。新しい環境  

戦略に頼るだけでは不十分である。革新を促進し、  

競争力を高め、そして、同時に雇用を確保し、創出す  

る統合的なコンセプトを必要としている。   

資源枯渇や原材料の価格高騰は企業にとって重要  

な問題である。特に日本やドイツのような省資源で  

人件費の高い国にとっては、深刻な問題である。   

大手の企業はぎまざまな努力を行い、資源効率を  

高めている。一方で、中小企業は、中々そういった努  

力がなされていないケースが多い。このような理由で、  

1㈱年、NRW州は、クリーンで資源効率のよい生産  

について中小企業を支援するため、「効率化エージェ  

ンシ⊥」を設立した。「製品・生産プロセスにおける  

資源効率と環境保全の統合」のコンセプトを略して  

PIUS（ProduktionsintegrierterUmweltschutz）と  

呼んで取り組んでいる。   

効率化エージェンシーの主要なサービスの1つに  

中小企業向けのPIUSチェックがある。PIUSチェック  

は、低コストで利用しやすいカウンセリングや評価  

手法である。   

PIUSチェックは、以下のような使い方をする。9   
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日間の期間を設けて、外部のアドバイザーによって、  

製造工程の環境パフォーマンスが分析される。そこ  

では工程の最適化やコスト削減の方法がないかを  

チェックする。そして、チェック終了後、行動計画  

が作られる。   

PIUSチェックをもとに、実施きれる対策は、簡単  

な組織変更から全く新しい生産施設まで及ぶ。効率  

化エージェンシーの設立以来、350件のPIUSチェッ  

クが行われている。1三犯の企業が改善のための対策  

を実施している。2α）5年7月時点、全部で1，9∝）万  

ユーロの投資を行い、その間、年間あたり470万ユー  

ロのコスト削減に成功している。多くの投資は、2  

年以内に回収可能とされている。   

PIUSチェックは、日本企業5社に対しても、その  

技術移転可能性について調査が実施されている。   

効率化エージェンシーが提供する新しいサービス  

に資源コスト会計（resource－COStaCCOunting）とい  

うものがある。従来、内部原価会計が各企業にある  

のだが、これにあわせて資源コスト会計を使うこと  

で、すべての資源管理のコストを透明に把握でき、  

より多様な形でコスト削減のオプションを手にする  

ことができる。   

次の段階として、現在、製造工程を越えて、製品  

そのものに取り組んでいる。目的は製品関連アプ  

ローチによる環境保護で、EUでは、統合製品政策  

（IPP：‡ntegratedProductPoliFy）と呼んでいる。  

それ故、製造工程を超えて、製品の開発や素材の選  

択、そして、製品の使用・処分・リサイクルの各段  

階もみている。   

効率化エージェンシーでは、中小企業が、環境要  

件を満たすとともに、製品開発プロセスを最適化で  

きるコンサルティングツールを開発しているところ  

である。  

なく、発電も持続可能な発展のためには重要な課題  

になる。明らかに天然資源には限りがあり、化石燃  

料に代替するもの、特に石油に代わるものが必要と  

なっている。そして、世界的な規模で再生可能エネ  

ルギーへの転換を進めていかなければならない。   

NRW州の自然環境を考えるとバイオマスが非常  

に重要な役割をもたらすものと考えられる。世界規  

模でみると、バイオマスは水力に次いで第2位の再  

生可能エネルギーである。バイオマスは、ざまざま  

な有機物質の残泣と燃料全般を表す。これは、汚染  

されていない廃材や藁や肥料などの農業廃棄物や、  

ココナッツオイルやヤシの皮などのエネルギー集約  

的な植物が含まれる。   

世界的にみてもバイオマスは、分散型でどこでも  

入手でき、利用可能な「普遍的なエネルギー」であ  

り、将来的に一番発展の可能性がある。また、発電  

のベースロードを提供し、調理や暖房、あるいは燃  

料として使うことができる。NRW州政府は、今後、  

再生可能エネルギーの役割を大きくし、バイオエネ  

ルギーセクターに一層依存していく。   

バイオガス装置は、バイオエネルギー利用の非常  

によい例である。それらは昼も夜も操業し、ベース  

ロードの供給に適している。NRW州では、すでに  

140のバイオガス装置が操業中で、あと1（氾の建設が  

計画されている。すでに建設中のものも含めると、  

合計診氾の装置が来年初めまでに操業体制に入る。   

家庭用汚染除去技術の発達により、薪で暖房する  

のがここ数年またブームになっており、特に石油価  

格高騰の中で人気が出ている。ここでは、技術的に  

使いやすく、いつでも利用でき、効率的であるため、  

地元で得られる木材を薪として使うことがとりわけ  

重要となる。   

バイオ燃料については、ドイツは卸5年末までに  

燃料消費のシェア2％という目標を達成するEU諸  

国の数少ない国の1つである。2010年までの欧州委 

員会の目標は、シェア5．75％である。   

5 バイオマスエネルギーの活用   

生産と消費における省資源・省エネルギーだけで  
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現在のグローバルなエネルギー市場や気候変動の  

影響を考えると、NRW州政府は2010年までに5％と  

いう混合目標を支持している。再生可能エネルギー  

は、農業や林業部門の新しい収入源になり、石油や  

他の有限な資源の代替となる。  

ルギー効率の向上」に関して、業界内で合意形成を  

行うことを目的としている。   

州政府としては、市民の生活の質を確保し、それ  

と同時に、温暖化や資源、環境保護に貢献したいと  

考えている。輸出志向の工業州NRWとして、この  

目的を達成するために環境技術の利用をバックアッ  

プしている。国際的な交流によって、利用可能なノ  

ウハウを継続的に高めていくことを目指している。   

今日のグローバルな課題に対して、私たちの社会  

には様々な機会があり、様々な解決方法がある。  

NRW州政府としては、国際協力をベースとして、  

こうした課題に対応できるだろうと確信している。   

6 ビジネスと環境の対話   

州政府として「ビジネスと環境の対話：“Dialogue  

ofBusinessandEnvironment”」と題ざれた新しい  

イニシアティブを始めている。この対話の目的は、  

「資源効率の改善」と「環境保護と製品・製造の統  

合（クリーナープロダクション）の強化」と「エネ  
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セッション】l：地域産業の振興  

地域産業の振興  
－ひょうごエコタウン推進会議の取組み一  

（財）兵庫県環境クリエイトセンター  

ひようごエコタウン推進会議事務局  

日高 亮太   

地域産業の振興として、ひようごエコタウンを推  

進しており、その取組みを報告する。はじめに「ひよ  

うごエコタウン構想の概要」、そして、それを具体的  

に推進する母体としての「ひようごエコタウン推進  

会議の機能と活動」、3番目に、「研究会活動」として、  

バイオマス、水素、その他の取組みについて紹介させ  

て］頁く。  

■H12．10   

広域リサイクル拠点整備協議会設立  
（日的）  

兵庫県におlナる循環型社会を構築するため、リ  
デュース、リユースを含めたリサイクルを行う上で  
不可欠な受皿（施設）作りを目的に、塵・官・苧が一  

体となって臨海剖を対象としたリサイクル拠点整備  
のための事業化の可能性を調査すること   

→H15．4「ひようごエコタウン構想」へ  

1ひようごエコタウン構想の概要  

2∝旧年代前後の各種リサイクル法が成立した時期で  

ある。広域リサイクル拠点整備協議会は「兵庫県に  

おける循環型社会を構築するため、リデュース、リ  

ユースを含めたリサイクルを行う上で不可欠な受皿  

（施設）作りを目的に、産・官・学が一体となって  

臨海部を対象としたリサイクル拠点整備のための事  

業化の可能性を調査すること」をH的としている。   

駄拡大図あり（52真）  

ここに示しているのほ兵庫県の地図で、比較的大  

きい県である。製品の出荷額は全国の4．7％、全国  

第7位の工業県である。蘭戸内海のあたりには第2  

次産業の鉄鋼や化学工業が集検したが、産業構造の  

変化によって遊休地が出てきている。そして、これ  

らを有効に活用するということから、「ひょうごエ  

コタウン構想」が検討されてきた。   

エコタウン構想の発起点は、平成12年10月に設立  

した広域リサイクル拠点整備協議会である。これは、  

これは、広域リサイクル拠点整備協議会のイメー  

ジ図である。事業化を進めるため民間企業による研  

究会を作ってビジネスモデルの検討を行い、産学官   
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の検討委員会を設けて内容の承認を行っている。事  

務局は、幽兵庫県環境クリエイトセンターである。  

個別の事業は民間が主体となって行う。  

と」である。  

ひようごエコタウン構想概念  

基本方針0既存インフラと速決したリサイク周東の払  
○他地域の狂想・ニーズlこ対応した涙扇眉礪榊増世相は  
01慨良書と速読した取り増みの株式  

H12研究会のテーマ  

叩▲脚1▲  

■▲■■■■●■▲l■■■▲●■＿■’t，▲▲ヽln■■■－11■．1Lt■■州■1▲■llt■■■■●■h■f■l■■■l  

■●㈱l如11▲廟片しf■貞Ih■▲■■け匝lT■i●■L＝嶋P■●ヽ■幹い亘■00て■l…■▲■∈■…■▲■   

1■■I■トJ・■■ヽ■■n■■■●  

■■」、▲l▲rll■1－l■y■▼■●■■■■Jl－■r■■ヽ■■●■■■■．■■■■■u■′ヽ▲■l■●d■l●■l■■  
▼▲■レーu■■ いし■■tll■●■u■■■lヽ、l■■  

■■■■t▼■■■く■▲■■■■i‾1■’▼ ■■t■■■ ■t■■ ■■■▲ン■■■■■■▼■■■いい ■■■■いトl■・■lい■■■つヽ、t■■  

■■■ ■●・」▲■■■■■■■▲■■■■■■▲■▲●■lr◆■■▲一「■■ ■■V■・■い■■▲t■■■■t■■ヽ■■■いu■  

●帥l－t｛ ■● ■▲■ヽ■し●■■■t● ■■ ●■■■■l＿ヽ1■■■■■●ざ■l巨■■■■t■■■■■■■■ヽ：1  

産茶づくり（ハード事案）  地域づくり（ソフト事茶）  

・■タイヤガス化リサイクル島綬  
・れ暮スク柵1■リサイクル鵬  

・パソコン書○▲1■リユース・リサイクル鶴8  

・■ブラスナワク1御伽   

・ひ▲うご三コタウン札1●■の丘■  

・事よと旺■に▲るntと1絶した丁ちづくり  

・q濃艶夢虫○事人によもリサイクルの汀1  

（＃■Fデポジフトシステム事）  

・1且覆舞  

・1墳ビジ皐スオは支d  

「ひようごエコタウン構想」の概念であるが、今の  

基本的な考え方に加えて、ハード事業とソフト事業  

の2つの大きな柱を持っている。1つは、産業づく  

りで、エコタウンの推進にあたって、リサイクルを  

具体的に行うハード面を整備していこうとリサイク  

ル事業を推進している。もう一方は、地域づくりと  

して、市民と幅広く啓蒙啓発活動を行うため「ひょ  

うごエコタウン推進会議」を設置して、参画と協同  

のまちづくりを進めている。  

※拡大図あり（52頁）  

当初の研究テーマ9つは、建設廃棄物リサイクル  

研究会、食品廃棄物リサイクル研究会、廃プラス  

チックリサイクル研究会、庚プラスチックガス化リ  

サイクル研究会、適正処理事業研究会、PCB処理事  

業研究会、EI〃リサイクル研究会、複合廃棄物リサ  

イクル研究会、OAリサイクル研究会で、個別のリサ  

イクルを推進するテーマで始まった。  

ひようごエコタウン檎想  

∴芸⊇ －ぷ濫造憲㌫・l  ひようごエコタウン構想  

◆趣旨  
既存の産業基盤等を活用した広瞳的な黄源   
循環体制の硝集を目指す。  
（】時4月2柑プラン承凱近色で‡事軋ま臨1沌巳）  

◆特鱒  
高度成長期を支えた素材型産畢等の施設イ   
ンフラや海陸の物流インフラ等を最大限に活  
用し、他地域のこ「ズlこも対応した広域的な   
連携による資源循環の実現を目指す。   

く｝  

rひ▲うピココケウシ■缶止■±  

く■▲再出＞  

・こ∵∴．■l．’．∫■■1▼－こ■■  
b▲■J▼lT▲●▲■1▲  

・血カー■の山■ニー′にt刃石した  
一 1二川1’TJ▲t■■■■■州  

由 I芸岩ヨ  

TT ′了 
．′ヾ■－●り・－－－・1      ！●1－ミ  しニミ ‥ 

亘喜璽闇  ”イ▼叫イク1．・  

1l・l■■■♪■■■■■■■  
t，■■■ュ   

・■事′ヤガ1亀IJサイクル．  

繋拡大図あり（53頁）  

こういった2つの柱でエコタウン構想ができてい  

る。平成12年10月の広域リサイクル拠点整備協議会  

で検討した「ひょうごエコタウン構想」をもとに、  

既存インフラと連携したリサイクル事業の推進、他  

地域の課題・ニーズに対応した広域的な連携による  

資源循環体制の構築、市民等と連携した取組みの推  

進を基本方針とする「ひょうごェコタウン構想」が、   

これらの検討の中で、「ひょうごエコタウン構想」  

が構築されてきたのだが、趣旨として「既存の産業  

基盤等を活用した広域的な資源循環体制の構築を目  

指す」ことを掲げている。特徴は「高度成長期を支  

えた素材型産業等の施設インフラや海陸の物流イン  

フラ等を最大限に活用し、他地域のニーズにも対応  

した広域的な連携による資源循環の実現を目指すこ  
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経済産業省・環境省から平成15年4月お日に全国で  

18番目、近畿で初めて承認された。  エコタウン主要施設の概要（2）  

・事興三体こ狩神戸製窮訪  
・拉重犠屏！加古川瑠全天町  

・義理た力：蓉ぜ包装モの邑ブラスわク  

エコタウン主要施設の概要（1）  

盛屁奥義  0∧輌現  
・事1主恥アサヒブリテック㈱  

・拉置場所：尾q市大斉桝町  

・生理象力：∧「乃ンエ6万台／守  

（現行3干台一年竜早成17年民雄充分1  

拓圭住二鮎クイヤリサイクル・柏  
」脚地主故 ・ ・m斬：mi士町  

・ 聞モカ＝曳タイヤ00M  恥  

・m三⇔＝こf8亜  和訓   
（院1絹橋台／監〉   

施設」と尼崎市の「パソコン等OA機器リユース・リ  

サイクル施設」がある。このような施設がエコタウ  

ンの主要施設である。  ここでは、エコタウン構想の主要施設の概要につ  

いて説明する。エコタウンの補助金15億円を用いて  

「廃タイヤガス化リサイクル施設」が、昨年の7月、  

姫路市に設置ざれた。場所は、新日本製織㈱の広畑  

製鉄所の敷地内で、高炉があった跡地である。この  

施設に廃タイヤを持ってきて、無酸素化で熱分解を  

行う。分解後、廃タイヤの13％が鉄ワイヤーに、  

カーボン残達が刃％ぐらいになる。そして、それら  

は製鉄原料としてリサイクルされる。ゴム関係は無  

酸素化で加熱するので燃えず、全体の幻％ほどがガ  

スもしくは、熱分解油になり、製鉄所のエネルギー  

として利用される。   

2 ひょうごエコタウン推進会議の機能と活動   

エコタウン構想をもとに、平成15年に12月に「ひよ  

うごエコタウン推進会議」が設立された。ここでは、  

その中身について紹介したい。  

この写真は「廃タイヤガス化リサイクル施設」の  

外観である。こちらの大きな円筒はロータリーキル  

ンで、左側から右側に向かって処理が進む。   

他に加古川市の「廃プラスチックの高炉還元剤化  この図はエコタウン推進会議の組織である。総会、   
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理事会、幹事会、このあたりで大きな方針を決めて  

いく。また、事業化検討委貞会の下に複数の研究会  

がある。ここは先はど申し上げた広域リサイクル拠  

点整備協議会の機能を引き継いだものになる。これ  

以外に関係者だけのクローズドの形で行う、事業検  

討部会がある。  

年度（平成17年度）の取組み状況である。4月に研  

究会を募集し、どれを進めるかを事業化検討委貞会  

で決定して、一年間かけて具体的な研究の内容を進  

めていく。また、情報収集啓発活動では、いろいろ  

なフォーラムやメッセの開催、発表会、先進設備の  

調査を行っている。  
※拡大図あり（53頁）  

このイラストは、「ひようごエコタウン推進会議」  

の機能を表したものであり、主に3つの機能がある。  

1つ目は、「調査・研究機能」で、循環型社会形成  

の実現のための調査研究の実施や大学等研究機関と  

の連携、産学官の交流促進などを行う。   

ここで集まった情報をもとに、研究会の実施や事  

業を具体的に進める際に相談できる窓口の開設、許  

認可を含めたさまざまな事業化手続支援、アドバイ  

ス・コーディネート体制や実証研究の場の設定など、  

事業者向けの事業化支援を行う。これが2つ目の  

「事業化支援機能」である。   

3つ目は、「情報収集・提供機能」で、一般市民  

向けの「情報収集・提供機能」で、専用ホームページ  

の開設やパンフレットの作成、シンポジウムの開催、  

研究発表会、廃棄物交換制度の創設、リサイクル情  

報システムの構築などを行う。  

「ひようごエコタウン推進会議」は、これら3つの機  

能をもとにして、エコタウン構想を具体的に推進し  

ていき、循環型社会に寄与しようとするものである。   

これは、推進会議の具体的な展開イメージで、今  

3 ひょうごエコタウン推進会議研究会活動   

ここからは、エコタウン推進会議の中の研究会の  

活動内容を具体的に紹介していく。この風景は、研  

究会の状況である。大学の教授、県や市の関係者、  

さまざまな企業からの参加者が研究会に出席し、一  

同に会してビジネスモデルの構築に向けてざまざま  

な意見を出し合う。   

今までの研究会の変遷であるが、2（X氾年に広域リ  

サイクル拠点整備協議会が設立ざれて以来、非常に  

多岐にわたる研究会を実施してきている。広域リサ  

イクル拠点整備協議会の時点でのリサイクル研究会   
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3．1バイオマス関連事業について   

※拡大図あり（54頁）   

は、それぞれ事業化に結びついている。企業がこの  

研究会をはじめるにあたって、2∝氾年前後に成立し  

たリサイクル法に合わせて、企業が前準備として水  

面下でいろいろと検討していた。そこに具体的な事  

業化のタイミングをはかる形で広域リサイクル拠点  

整備協議会ができ、事業化に結びついたといえる。   

その後、卸3年ぐらいまでに当初の各種リサイク  

ル法に対応する事業化の検討が一巡し、卸3年エコ  

タウン推進会議が設立した。翌年のaX姓年に中長期  

の研究の新たなテーマとして「水素研究会」、「スラ  

グ溶融飛灰研究会」、「バイオマス研究会」を設け、  

研究に取り組んでいる。   

本日、ご結介申し上げる1つはバイオマス関係で  

あるが、2003年度から「食品廃棄物リサイクル研究  

会」、「木質廃棄物リサイクル研究会」、「紙廃棄物リ  

サイクル研究会」、aX）4年度に「バイオマス研究会」、  

孤）5年度に「食品庫乗物リサイクル研究会」、「ハイ  

ブリッド検討会」などができ、バイオマス関係を1  

つの大きな固まりとして取り組んでいる。   

また将来的なエネルギー源として、有望視ざれて  

いる水素についても、その検討の状況について簡単  

に紹介していく。   

その他、「スラグ溶融飛灰研究会」、「建設廃棄物リ  

サイクル研究会」、「適正処理リサイクル研究会」の  

状況ついても説明申し上げたい。  

バイオマスの利用は、非常に多岐にわたる。燃料  

として使う、または熱化学変換や生物化学的変換、  

化学工学的に変換するなどいろいろある。エコタウ  

ン推進会議では、燃料では「混燃発電」を、熱化学  

的変換では「部分酸化ガス化」を、生物化学的変換  

では「乾式のメタン発酵」を、化学工学的変換では  

「セルロース液化」を行っている。後ほど「水素発酵」  

についても紹介したい。   

バイオマスにはドライ系とウェット系がある。ド  

ライ系についてはある程度輸送ができ、ウェット系  

に関しては、オンサイトの処理が必要である。ここ  

では、ドライ系の木質バイオエネルギーの分散型熟  

供給システムを検討している。   

ご承知のとおり、バイオマスは非常に薄く広く分  

布しているため、輸送に相応のコストがかかるとい  

われている。そこで検討したのは、いろいろなバイ  

オマスの分別・乾燥・破砕・一時保管するバイオマ   
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めている。   

2つ目は、乾式メタン発酵であるが、これは、努  

定枝や草顆、食品廃棄物などを回収して、乾式メタ  

ン発酵システムでバイオマスガスを取るものである。  

ガスのはかにも、発電してコージェネレーションを  

行う、残泣はコンポスト炭化するなどの検討を行っ  

ている。しかし、これに関しても8割補助でも事業性  

が見えないという結果が出てV】る。   

ドライ系バイオマス  
分散型熱供給システムの課題  

雷′くイオマスセンターの必要性   
県内で条文する木貢バイオマスを廟・犠遷し、一旦集Ⅷし、分封  

虹技・囁碑・一稗尿管を行う或柁を持つ．  
牲窮を匹8で且つ安定して珪促する事州t化のためには重華である．  
そのためには左鍵文名等上の速扶は不可欠である．  

■市町村の牢某への参加  
Jqオマスセンターや弧利用地モ磁とし†J8鶴亀唄繁と軋1憎け、鵠睦的  
lこ■棄支堵に♯加すること．  

書モデル敬重への支線   
モデルとなる亨束lこ対して、措済1主の許債以州二環櫨などへの負荷の隠滅、   
貸賃校正安社会仇憂の下駄匿苓き大さくよ事伍し．先行するリスクを鞘するた   
の．箕注指貫、揮こ「ランニンクコストJの満期などが不可欠である．  

（収支】J之0百万円調の罪宇）  

スセンターの施設を設け、バイオマスを必要に応じ  

て発電し、熟供給などに使っていこうと検討してい  

る。しかしながら、ランニングコストがかかるなど、  

非常に収支が厳しいという結果が出ている。   

3つ目は、セルロースの液化処理で、セルロース  

を破砕、液化、チップ化を行い、化学処理することに  

より液に変え、液化の後、発泡成形する。例えば、建  

設資材や緑化資材などに使用できる。その後、リサイ  

クルして再使用、もしくは土中に埋めて自然に返す  

など、事業の可能性について引き続き検討中である。  バイオマスの利用が求められているが、事業的に  

はまだまだ厳しいので、廃プラとバイオマスを同時  

に集めることを検討している。努定枝と靡プラのハ  

イブリッド集積を行うことで、プラスチックに関し  

ては、相応の採算性が期待できるとして、検討を進  

ウェット禾バイオマスからの有用執貫抽出とエネルギー回収   

量1茶W鵬某バイオマス廃棄敷島理することが■辻村けられている  

コ宣：  

含水抑－90Iも机上で発熱tlまマイナス  

、堅L  

メタン浦ti？  

掛水先篭が▲く  
ウ1ワト茶／Vオマスのメタン発酵ヰ独では事実枝毛荏立ナること淵は  

マテリアルの回収脚に入れる触り  
月L  

－Vオマス虚ヽら¢有用稗貫の捻出とメタン郷¢烏み合わせ  

事稟性の有bを検討   

ウェット系は、ドライ系と同様に採算性がとれな  

いというのが現状である。さらにウェット系は含水  

率幻～∝I％以上で発熱量が非常に低い。これを有効  

活用するのであれば、単なるエネルギーという考え   
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方でなく、マテリアルの回収ということを視野に入  

れた採算性の向上が必要になってくる。   
食品廃棄物事毒性の検討－7つの検討ケースー  

■封¢  i●十Iし■■tヽt▲－  象山へ■王し．tlIl】文人け乱  

■▲■■■t◆r■  

丘射ンつつ′・警k■可  

スh月  ●●●tヽ■■t■十tt    ー ′     t‘    －、    ご，7－l■∫り・－  
スh月  自暮久tL痍h■力暮夏t  

岨斗★七■七tトナ叶t■  t▲t■■■t■古  ■d●◆…■し■n■t  

ウェット系のバイオマスに関しては、諸技術を利  

用して水産加工物の残泣からDHA（ドコサヘキサエ  

ン酸）とかEPA（エイコサペンタエン酸）などの有  

価物をとる。これで採算性を高めながら、残直につ  

V】てはメタン発酵を組み合わせて発電するシステム  

を提案している。  

食品廃棄物の事業性の検討を行ったがIRR（内部  

利益率）の評価でいくと事業化は困難という結果と  

なった。したがって、優遇措置として、例えば、現在  

の金利3％を1％にする、土地代を無償貸与にする  

などを行うと、それなりに事業化は可能になると考  

えている。ここでは、そのような検討を行っている。   

／くイオマス関連事業の今後の展望  

竃≡静調節駄作ンシヤルは大きい机長期  

緻甜恕偽  

※拡大図あり（54頁）  

このスライドは、食品廃棄物の発生量を示してい  

るが、臨海部の都市だけで相応量の発生量があるこ  

とがわかる。   

このスライドの表は、食品廃棄物事業性について、  

7つのケースを検討している。食品廃棄物のガス利  

用として、自家発電を行い余剰発電を売電する、も  

しくは製鉄所に販売する。排水に関しては既設の排  

水処理設備を使う、もしくは新設に換える、委託処  

理を行うなどを考えている。  

いずれにしても、バイオマスについてほ、非常に  

コストが割高で、事業化としては収支が取れない状  

況にある。多様な利用法に対応して技術革新等の技   
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術的なアプローチが必要ではないかと考えている。  用について検討している。lつは、ガス化技術であ  

る。従来の天然ガスを分解して水素を作るやり方で  

は、同時にCO2が発生するが、ガス化技術で廃棄物  

から水素を作ることを検討している。しかし、廃棄  

物から作るとなると、今までなかったような不純物  

の混入が考えられるので、不純物を取り除くための  

改質・精製の技術も考えている。また、廃棄物から  

改質ざれた水素をどのように使うのかであるが、1  

つは炭化水素のレベルで、既存のガス配管に混ぜる、  

もしくは炭化水素を燃料電池に使う等々の開発を行  

う。そして、工場、家庭とそれらを使った後の廃棄  

物、もしくは工場から排出される副生ガスなど、こ  

れらを社会システム的にどう集めていくのかである  

が、この図のように一つの循環を作ることで水素社  

会の展望を示そうと検討を行っている。  

3．2 水素事業について   

次に水素であるが、ここで示しているように、い  

ろいろ特徴があり、燃えても炭酸ガスやイオウ酸化  

物が出ない、クリーンであるなどの特徴があり、将  

来のエネルギー源として期待されている。   

前提条件及び対象技術  
処理対象物  
県内で有望な水素斎である廃タイヤ・廃プラスチック  
処理量：200トンJ日〉H和心日J年＝印．000トンJ年  
（内訳は廃タイヤi50％、腐プラ；50％〉  

対象技術 亀是霊恕歪立場悠 
方式．  

回収ガスは精撃（除塵・鋭鑓等）．原料の無視が可能であり、熱  
頚等の供給、匝収税・鋼丘鵜の需垂・受入が期待できるサイト  ）・  
⑳利用プロセス；G∈（ガスエンジン）、MCFC（溶融炭酸塩形  
燃料電池）、SOFC（固体酸化物形転＃触）、PEFC（団体高  
分子形應料モ池）、都市ガス配管へのCH一供給．メタノール合  
成、DME合成（ジメチルエーテル）   

廃棄物等循環資源を原料とした水素製造・利用シ  

ステムが実際に可能かどうかであるが、処理量を  

200トン／日とし、対象技術として「ガス化」またほ  

「ガス化＋改質（水素化）」、メタンが入った状態での  

ガスエンジン、MCFC（溶融炭酸塩形燃料電池）、  

SOFC（固体酸化物形燃料電池）、都市ガス配管への  

CH4供給などを検討している。   

この表は水素製造・利用フローの各ケースにした  

がって、どれくらいの収支があるかを検討した数億  

である。例えば、水素を分離回収するシナリオ6に  

ついては、水素製造単価が2円とかなり安い。ただ  

し、逆有償原料（庚タイヤ・プラ）の影響が大きい。   

水素利用システムモデル事業提案と課題  
水素製造・利用システムの検討方法  

検討眉的と方法  
検討目的  
廃棄物琴循環舞茸を原料とした水素製造・利用システムのモデ  
ル碍薫を提案するための予備的桟討を実鼠】  
複数のシナリオを設定し、事累積粟、技術閑井関、事藁化提  
超そ整理．  

検討方法  
（D水兼出・利用シナリオの設定  
②基本プロセス（ガス化．ガス分錮・濃駄ガス利用）   

への分離と各プロセスの計酉  
③各シナリオの特性・課瑚の整理  
検討項目  
エネルギー収支、コスト収支、技術レベル・開尭課題   

エコタウン推進会議の中では、「循環型社会水素  

エネルギーシステム研究会」を立ち上げて、水素利  
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逆有償とは、お金を貰って再生資源を手に入れるこ  

とである。これらのシナリオ特性からメタノール合  

成とか、DME（ジメチルエーテル）合成など、廃棄  

物から作る水素は有望になると思われるが、逆有償  

等々の前提条件があるので、個別の検討に関しては、  

さらに慎重を要するのではないかと思う。  

検討シナリオ（水素製造・利用フロー）  

昔  ：ガス化・二 ㍉ニ改定∴  モギス1 ：主成分  オ桓郵  ∴ 都酢，・  こ；≡≠ウIケッt   
G〉  GE   電力  
②  H～  l▲ニ「亡   電力  
色r  SOFC   t力  

鱈）   CM一ま鎗  ・■・i  ▼ ごl ・  CH一   

年）  メタノール合戌  メタ／－ル  

㊨  
兼化〉   メタノール合成  

十メタノール脱水   
喧〉  MCFC   t力  

慌r  SOFC   電力  
（b  HナP釦L  PEFC   電力IHJ  

⑦   CO・PSA十  電力IHJ．CO  

H†PSA   

技術レベル偶発課題  
て：シナリオ   ・；∴て王碑レベルごプロセス魔のマワテンゲi餌彙凹曹  

昔〉G∈  ◆ホ黒鼠入ガスのG∈判矧iノケキングをさけるたのの出力口髭が必更．  
ヰ巾ガス用6日出べてコストアップは良問発必雲l  

ガ  ス  も含有丁るため、ガスクリ「＝ンケの■tがめ芦  
化  

3j配管供  ●＃市ガス配置へ鎮は一朗二は、負I納l貫1＝沿った玖別叫くく佃の  
給  ！ ■■ ・  ご  

¢ノI′一書  ◆畏フラ監化マエ天馬れ化丁るガス化システムロ口内Ⅱ■中  

合点  ◆日収メタノールの軸用万丘がF即伽甘C等）  
ガ              環y帥巳書  ◆メタノール拉諷l＝よるロM亡合成プウントは口内株▲中  

化  虚  ◆D†一己の女王．用ヒ安食が放出‘OM∈2万V年の三重は拙I    広）HCfC  ◆縫分＃ガス管だ料とLたh一肌ヨ用事冒＝i呆だなし、  
改  ◆現状のMCFCp■コスト脚万円血肌昭電と環蕾  
貫       J石戸EFC  ◆P∈FC削、罠九R⊃ストE伝トちの墨榊二は多nの瞼払彙  

¢托FC＋  ◆PSAのス トんアップ．効ネ！句上．泊虞モカ畑土1正鵠  
CO逗】頓  ◆ガ轟臼旧しMOの石爪先肺蹟■透写〉の濱俣が叫  

この表に示しているのは、実際の技術レベルやプ  

ロセス間のマッチング、開発課題等である。ここに  

書いているようにまだまだ課題があるので、個別に  

技術的な課題をクリアする必要がある。例えば、ガ  

スエンジンについて、水素混入ガスのGE（ガスエン  

ジン）利用は、ノッキングをさけるための出力調整  

が必要である。MCFC（溶融炭酸塩形燃料電池）で  

あれば、廃棄物から作るということで、熱分解ガス  

中のタール成分を多く含み、燃料電池被毒物質  

（HCl、H2S等）も含有するため、ガスクリーニング  

方法の検討を要するなど、いろいろな課題がある。  

したがって、水素については長期的な視野でみる必  

コスト収支 一 水素製造単価  
水素製造単価は2－2【】円／m叫と安伍  

水素製造単価には連覇償原料（廃タイヤ・プラ）の影雷が大  

、ニ投入⇒スト■」・      田担えと；、ニニ  

ジ 十                   崇、 
章毎獲   燕㊥寝   海面肇   勧⇒）車  ミ如瘡≡  煎蝉  煎  T煎両   

⑥  18′0   ま8   佃．0   ○  0．8  仰万  2  43   

⑦  18．0   11．3   18．0   0．6  8．7  ヰヰ（氾万  20  Ql  

rこさシナリオ1：し∴ミ   ∴∵エ与鳥く＝－・二′≡   主1－∫さこ⊃；ひ二！∴〕て㌻   ∴二㌻さ量絹lパjし：、∴J 
（DG∈  0  会粥t力有り    員t逃道コスト：隠．    ガス化プロセスの安  ガ  

ス  △   忙  
◎妃t員  ○  CH一の望月写榊    （ま檎1れ  倶給那加＝泊ったガ  
I暴  ：：・1－  スn繁が必緊  

偽）∫I／－▲  0  メタノール、D日長  （〉  ′クノール、帥巳艶  0  》鼠の雫1事例有り  合成  リ▲‘二▲■  
喀IDME合  0   弓電   0   

ガ  象〉  ロセスの貫【Eが必天  

化 ◆  
lま  A   Ⅹ  la墓石リ   椚欠  

⑥pEFG    H卿のために  0  l・ L  ナ：・  0  pSAのスケール7ツ  

CO【ヨ敵  ⑦PEF（：十     はt力隅入¢東  ○  （充∬尽さ圭欄幡 可烏）  0  プが¢署  

事業化可能性  

事案化のための必要条件  
①原料となる廃タイや康プラの琵良、適正な処理受用  
の徴収  
②ガス化プロセスの表札低コストなガス精製プロセス  
の開発  
軍票化可能性  
①現状では、メタノール・DME製造事秦が技術的・裡  
済的に有望  
②廃棄物（迂有償資諒）からの水素製造事薬は、化石  
燃料からの水菜製造よりも安価に製造可能  
⑨燃斜電池設遥菜用の低コスト化、売電豊価の向上  
が回られれば発電事業の経済性も故巷   
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要がある。   

事業化のための必要条件として、原料となる庚タ  

イヤ・廃プラ等の廃棄物の確保、ガス化プロセスの  

実証などが必要になってくる。  

3．3 その他事業（建設廃棄物リサイクル、適正処理、  

スラグ■飛灰）  

建設廃棄物リサイクル研究会椴屡  

l▼末寅茶屋稟議リサイクルの検討  パーーテイクルポード・再生蹟這材リサイクル塩酸事稟化技芸  

■■■11■■いt船■■亡11  

▲■■■tしてt■  

Ⅷ捜サービス事暮  
仰1こよろ托t一文鼠システ  】・叫l先史土の¶q受入  

tl化ヒ薫けたdⅡ  
ぜ曹良寛重土の†相中升芳J   上しての協ず付け  
色℡E二傭のq加川．車   な輪戒も必蔓   
・l¶■■▲～lL■■■●（I  

中■ く｝   
▼1tlのキ1文豪靂の正l）（土  
】貪．買1事■l．立℡二正〉   

●エ打bカーめ■L  

● ■▲■■■l  

● ■■tOt▲■  

● ■¶■■■■  

建設廃棄物リサイクルまとめ・今後の課題  

1」国土交通省一往投発生土等の有効利用に凪する行動計軌   
一兵薄黒建設リサイクル姓進針軋が当初のリサイクル専   
業化計哲と重複しており、官庁の動向により今後の対応を   
見棲めることになる．   

は投発生土の9割は公共工場である）  

2＿建設発生土情報交換システム等の公共㈹の民間との   
共有化、公共工事から搬出される遽散発生土を民間工事   
に搬入するしくみの構造等、官民一件の推進体封が必要   

このスライドは、溶融飛灰やスラグの有効利用の  

検討を示している。飛灰中には、鉛や亜鉛などが濃  

化される。それを濃度還元する。また、スラグに関  

しては路盤材だけでなく、より高付加価値のものが  

できないかなどを検討している。   

このスライドは「建設廃棄物リサイクル研究会」  

の概要を示している。ここでほ建設現場から出てく  

る発生土をリサイクルセンターというストックヤー  

ドで受け入れ、そこで土質改良を行いながら、必要  

に応じて払い出している。この研究会では、このよ  

うなビジネスモデルの検討を行っている。   

適正処理設備というのは、シュレッダーダストや  

産廃系の廃プラ、ばいじんや硫酸ピッチなど処理困  

難物を適正に処理する場所である。処理を行った後、  

そこのエネルギーは売電、スラグは有効利用、溶融  

飛灰も活用していく。  

以上、研究会の状況を簡単に説明したが、リサイ  

クルには課題が多い。1つは、コストに直接関わる  

話であるが、原材料をどうやって確保するのかとい  

う点である。廃棄物の発生状況等によって、バイオ   

王氾  
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マスは非常にお金がかかる。原料を集めるところか  

ら工夫が必要になってくる。   

2つ目は、先ほどのリサイクル関連の技術化革新  

が激しいので、せっかく作った設備等も時が経つと  

陳腐化する。公的支援の拡充が求められる。   

3つ目は、せっかくリサイクルで作った製品も需  

要がなければ、行き詰る∴環境配慮型製品の利用促  

進も大きな課題である。  

こちらの図は、事業開発と技術開発の2つをどう  

やって実際の事業化に結びつけていくかを表してい  

る。事業化については、市場調査、事業モデル、資  

金調達、許認可、体制整備などをエコタウン推進会  

議の研究会の中で行いながら進めていく。もう一方  

の技術開発は、基礎研究、応用開発、実機化開発な  

どを何らかの形で担保し、技術と事業のニーズの  

マッチングを行う。エコタウン推進会議では、ここ  

に示している機能を取り入れながら、事業化を進め  

ていきたいと考えている。   
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H12研究会のテーマ  
くIl触簑鞠竹イケ柑牧舎  

建設工事および解体エーの現場から穆出される漣担廃棄穐lこついて廷投資材リサイ如・法の箆行を肺に入れた新しい建設リサイクルシュ予▲の脾策とその事  

妾他の可能性について検討。  

（2）食品舞彙穐，Iイク膵究会  

食品取運専業者の不果菜食品廃果物 ついて、食餌サイ触法の捻吊を毯！別こ入れ、已隅化や飼璃化に加えて〟イー抽■1¢有効制約く弘料t池琴〉等を  
含めた新しい食品リサイクルシス芋ムの1萬繁とその事業化の可位矧＝ついて検討．  

（5）慮フちス瑚岬イク朗訂死金  

績々の分野のりサイクルシステムから切さ止してヰ出慮れる大農の）う抽クに着日し、これらが発生し処分される過程のできるだけ川上で広域的に飯縄・日  
収してリサイクルする新しいブラスチック押イクルシステムの鋏策（高炉への廃ブラ吹き込み）とその不彙化の可能性について紺．  

1カ廃ブラスチカガス化リサイク岬罪食  

庚フう中の扶蘇を化学合成用⊂0わ●スとして総出．増化ビニルからの埴素除去による匁理対象鞠の故大可能との技術に基づく、力■ス御サイケんの亭主化の可  

成性について険射。  

（幻i正処理事業研究会  

リサイウんシ1〒ムで染生する残きを、RDF化や強か溶融専一こよるサーマ〝けイク■t兜tJ熟浜給等）および最終残さに渡橋される立会馬琴の回収を含めて処理  
する新しい適正処理システムの蹟態とその事封ヒの可絶性について検札  
（のPCB力理事乗研究会  

有害度粟粒であるPC8の処理事慕について、処理技術調査、臨設親機、退位貫及び処理費の想定を行い．兵庫県内でのビリネスモデ以こついて枚札  

く7）EしVlt†ウ挿東金  

自勤軌姦果物について、自動削サイル法の割定をにらみ、おわダーす封の処理、廃揮ガラブレスの要綱メーカでの処理の亭主化可徳性について検札  

（8〉複合慮糞蝕叩イク偲金  

鉄．罪鉄、稲乱ゴム寄の倭合材子機成される使用済み笥晶のリサイクル牢向上に向け、セ’虹ミヮねン、斉し、青函畠比率、藍済世を追求した事業ストム空欄  
空し、その事よ他の可緒性について検討。（タイヤの瓦斯化リサイクル）  

（9）OA押‘ケ鯛牙究会  

〟乃ンのリサイクルにむけ、解体、諦品取り出し、素材分別、破砕、尿管、仕分けの作業二ついて収真性疲毘のため、リユース俣進卜流通ノ効率化も考丘したビ  
シ●ネスモデルを検討．  
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ひようごエコタウン構想  
ヾ一【ノ  

l－■  

1  

一、＝ノ  

兵庫県では盲l之年1（I月より  

「広域リサイクル拠点整備協議会J設置  

・「∴  
サ■誉∫’＼  

飽 「ひようごエコ舛ン㈱Jを紐  

r  ＜基本方針＞  ＼
 
．
二
～
′
＼
′
 

．
▼
し
 
 

也血  
≡・      によるリサイクル事業の推進   
し． ・他の地域の課題・ニー丸鶉対応した  

広細による賓清衡環体制の構  
しJ  豪  

仁山干－  
幽・市民等と連携した取組の絶進  1、冥i；巧域云 ’■  

生・・・ノ  
主如  
1．顛路地区   

一廃タイヤガス化リサイクル  
2．加古川市   
・廃ブラ高炉温元化  

a．尼ヰ布  
・佃ンb人リユース・押イル  

・〔、、ミ一  

刀Ⅰ5年一月、  
「地域lこおけるゼロ・エミッション  

ブラン」として経済産業省・環境省皐、ら  
未配 （近畿初）  
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研究会の変遷  

∈姓   
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総括セッション  

［進行役］  

神田 泰宏IGES関西研究センター産業と持続可能社会プロジェクト主任研究員   

［プレゼシター】  

レイモンド・プライシュゲィッツ  

ヴッパタール気候・環境・エネルギー研究所  

物質フローと資源管理研究部部長（ドイツ）  

アストリッド・ベッカー  

㈱エヌ・アール・ダブリュージャパン代表、  

ドイツノルトライン・ヴェストファーレン（NRW）州日本代表事務所所長  

郡嵩  孝IGES関西研究センター産業と持続可能社会プロジェクト  
サブプロジェクトリーダー（同志社大学経済学部教授）  

日高 亮太 兵庫県環境クリエイトセンター企画開発次長兼主任研究員、  
ひょうごエコタウン推進会議事務局  

（以下、敬称略）  

○神田   

総括セッションでは、まずフロアからの質問票に  

できるだけ回答し、その後フリーディスカッション  

ということで、発表者の間で意見交換を行い、最後  

に発表者から一言ずつコメントを頂く形で進めたい。  

デモのプロジェクトを行っている。どこが違うかと  

いうと、マテリアルの全てをカバーするのか、一部  

なのかということ、もしくはベーシックな材料なの  

かどうか、という点でも違う。システムのバウンダ  

リー（境界）も違う。隠れたフローを全部入れるの  

かどうか、またシステムの中の隠れたフローのみを  

いれるかどうかという点でも違ってくる。   

ソフトウェアもあるが、これも違ったものが使用  

されている。「効率化エージェンシー」はソフトウェ  

アのツールを使っている。また、私たちの研究所が  

作ったソフトウェアを企業向けに実践している。ア  

プリケーションを試すことで、中小企業向けの適切  

な手法を選ぶという点が重要である。  

＜資源コスト会計について＞  

○神田   

フロアからの1番目の質問であるが、効率化エー  

ジェンシーが行っている資源コスト会計（Resource  

CostAccountlng）という新しい手法であるが、これ  

はマテリアルフローコスト会計（MaterialFlow  

CostAccoundng）とどう違うのか。  

○プライシュヴィッツ   

資源コスト会計とマテリアルフローコスト会計の  

概念は基本的に同じであるが、実践が違っている。  

今、いろいろな手法を使ってみようということで、  

＜WEEE指令の適用範囲について＞  

○神田   

続いてEUにおけるWEEE指令（廃電子・電気  

器）の法律について、質問をお書きになったご本人   
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から直接質問をして頂ければありがたい。  ○プライシュヴィッツ   

バイオマスにはいろV）ろあり、それに従事してV】  

る企業もたくさんある。政府から支援を得て、バイ  

オマスからモノを作っている会社もある。例えば、  

バイオマスで住宅用の断熱材を作っている。これも、  

再生可能エネルギーの法律に従って、再生可能エネ  

ルギープログラムとして認められている。   

再生可能なマテリアルについて、都鳥先生もおっ  

し争っていたが、バイオマスからも再生可能な新し  

いマテリアルが作られる。これは、まだ開発中であ  

るが、さらなる政府の援助が必要な分野になる。  

○フロア   

この法律は、EU全体として法律になっていると  

思うのだが、アプリケーションは個々の国によると  

している。コピーとかレーザープリンターに使われ  

ているトナーカートリッジが、WEEE指令の対象に  

なるのかどうかについての見通しをお聞きしたい。  

○ベッカー   

電気機器のかなりの部分がWt氾E指令の対象に  

あるが、トナーカートリッジそのものは、W芭EE指  

令でカバーきれていない。トナーは、融解物質の方  

に入るので、機械のメーカーではなく、トナーの  

メーカーがリサイクルやテイクバックを行う。  

WEEE指令そのものに入るのではなくて、トナーは  

トナーで別のシステムがあり、そこで処分やリサイ  

クルの方針が定まっていると思う。  

○ベッカー   

バイオマスの大きな目的というのは、エネルギー  

の不足を補うことにある。エネルギー不足に対応す  

るため、1つはガス化をしてバイオマスからガスを  

作る。そして、それを燃やして熟エネルギーを生成  

する。今、促進されているのは、木のパレットを  

作って、そしてそれを焼却炉で燃焼させて、発電す  

る方法である。   

バイオマスの熟エネルギーの活用について今後さ  

らに促進されるわけだが、発電に関しては州が支援  

を行っており、優遇措置もある。そして、電力会社  

は、バイオマスから発電された電気を適正価格で買  

わなければならない、そういう条項もある。そして、  

バイオマスのシステムに投資した場合、税制優遇措  

置が与えられている。  

＜ドイツにおけるバイオマスの利活用＞  

○神田   

次の質問は、ドイツではバイオマスの利活用が進  

んでいるとお聞きするが、どのようなバイオマスの  

利活用のビジネスが存在しているのか、またビジネ  

スを成立するための政府ないし州政府が実施してい  

る、インセンティブを与える政策として、どのよう  

なものがあるのか、その2点について回答をお顕い  

したい。  

○プライシュゲィッツ   

またバイオマスからはバイオ燃料を作ることもで  

きる。バイオ燃料に関しても税控除などの支援がある。  

＜ドイツの環境政策と国際競争力＞  

○神田   

ドイツにおける現境政策と失業問題との関連につ  

いて質問がきているが、できれば質問をお書き下   
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さったご本人から直接ご質問をして頂ければありが  

たい。  

我々は、汚染ざれた環境で生き続けることはでき  

なければ、また汚染された環境の中で、生産するこ  

ともできない。したがって、環境保護への投資を行  

い、さまざまな義蕃を果たしていかなければならな  

いと私は考えている。  

○フロア   

ドイツにおいてさまざまな革新的な取組みが行わ  

れているが、その一方で失業者がどんどん増えてい  

る。 

winでならなくてはいけないが、市場においてドイ  

ツは競争力をなくしてしまっているのではないか。  

そのあたりのギャップを埋めていくためには、EUの  

ほかの加盟国においても似たような取組みを行わな  

いと、同じ立場で競争ができなくなっているのでほ  

ないか、そういう意味合いでドイツでの環境政策と  

国際競争力との関連についてお伺いしたい。  

○プライシュヴィッツ   

私もベッカーざんと同じ考えである。またドイツ  

での労働市場の改革であるが、昨年スタートしたの  

でまだ効果が十分に出ていない。   

環境政策においては、産業界の中では、懸念が示  

されている。アジェンダ項目の1つに、電力費が高  

い、あるいは、再生可能エネルギー導入のためにコ  

ストが高くなってしまうこと等があげられている。  

政策的には、温室効果ガス削減の基準を頓守しなけ  

ればならないが、産業界としては、やはり競争力を  

高めなければならないと考えている。電力コスト  

排出取引制度、グリーンエネルギー税などについて  

は、EUでさらに調整される事項が残されている。   

また、考え方としては良い政策でも、惑影響を与  

えているケースもある。例えば、カーペットのリサ  

イクルで、廃棄物の法律が上手く設計されていない  

が故に、悪影響が出ている。また別の例として、バ  

イオマスの生産者の中には支援制度の義務を十分に  

順守できていないところもある。このように、政策  

的に不十分なところもあるが、政策としておおよそ  

劉）％は良いものといえる。あと10％は改善の余地あ  

りと考えている。   

○ベッカー   

私の報告でも申し上げたが、環境保護や環境技術  

促進の目的の1つは、失業問題を解決することであ  

る。失業率が高いのは、環境保護に焦点をあててい  

るからではなく、その他の理由で失業率が高いので  

ある。そして、環境保護の措置を取ることによって  

逆に雇用検会が生まれている。もし、NRW州にお  

いては、環境保護に関する新しいビジネスや産業の  

促進や支援がなければ、失業率がもっと高かったか  

もしれない。   

またヨ⊥ロツパのその他の国との競争があるのは  

おっしやるとおりである。しかしながら、EU全土  

に高い環境基準が設けられている。したがって、EU  

においては新しい環境志向の産業においては、EU  

全体でフェアに競争できるようになっている。2∝姥  

年に新たにEUに加盟した国々も、新しい環境基準  

を順守しなければならない。よって、環境保護の基  

準が低い国だからといって、生産を他の国々に移行  

させるようなことは、もはやない。ドイツとしては  

統括的に平等な基準をEUレベルで構築したいと考  

えている。  
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＜日本のエコタウンのアプローチ＞  

○神田   

フロアからの質問がドイツ側に対するものばかり  

でしたので、今度は、日本側のプレゼンテーション  

について、ドイツ側からコメントや質問などあれば、  

おっしゃって］頁きたい。  

○郡嵩   

私からもエコタウンについて意見させて］頁きたい。  

日本のエコタウン事業のネーミングがいいのかどう  

かであるが、以前ベッカーさんと一緒に九州のエコ  

テクノで講演した後、九州の学生達と環境ビジネス  

について話す機会があった。その時、今までのエコ  

タウンのイメージについて学生側から議論があった。  

今までは、いわゆる工業団地に企業を誘致していく  

のに、誘致側も企業誘致は工業団地だけでは難し）】  

と考え、それに環境を付加したような工業団地のグ  

リーン化を作ってV）くものをエコタウンとしていた。  

しかし学生は、それはエコタウンでほない、「タウ  

ン」という限りは街づくりと関わらなければエコタ  

ウンにならないと。本来のエコタウンというのは、  

街づくりとその地域とのつながりの中でやらなけれ  

ば、その工業団地の中だけで環境にやさしくするの  

はだめだ、という意見があった。   

その議論があった時期、ちょうど、産業構造審議  

会のエコタウンの見直しの時期であったので、「エ  

コタウンは単に離山ヽ島みたいに存在するのではな  

く、地域活性化として街づくりと関わればいいじゃ  

ないか」と提案した。確かにエコタウンそのものは、  

工業団地を作るとV】う形のものを都道府県が行うが、  

それと同時に市町村が自らの街の環境基本計画とつ  

ながった形での提案を行っている。   

私が関わっている三重県のエコタウンで最初、鈴  

鹿市のエコタウンが認められた。まちづくりとして  

のエコタウンの例として、そこでの取組みを概説す  

る。鈴鹿にある本田技研工業㈱が自動車の塗装を  

行っているが、それを有機的な塗装に換えることに  

よって有機的な廃棄物が出てくる。同じ有機的な廃  

棄物として、鈴靡市の市民が出す生ゴミと一緒に、  

これをコンポスト化していく。また、鈴鹿は「きつ  

き」という花の植物の栽培でも有名なところである。  

衝からでてくる生ゴミとそういう工業から出てくる  

有機的な廃棄物をコンポスト化して、そこの肥料に   

○ベッカー   

日高さんのプレゼンテーションに関してコメント  

をざせて頂きたい。エコタウンのモデルであるが、  

日本とヨーロッパとドイツを比べると、日本は非常  

に中央集権的というか、中央でリーダーシップを  

とっている。そして、シンクタンクのようにクラス  

ターを作り、そして、戦略的アプローチを取ろうし  

ているように思えた。ドイツではこういったアプ  

ローチではなく、行動しながら学習していくのが政  

策側の役割になる。ドイツでは、行動しながら戦略  

が出てきて、だんだんと将来につながっていく。日  

本では、取組みをいかに実証し、具体的なものとし  

ていくのかお伺いしたい。  

○日高   

エコタウンの主な取組みは、産官学の連携をとっ  

て、事業化することにある。特に産と学であれば、  

いろいろな技術の取組みを、産官学連携では、例え  

ば、許認可の問題等々について、三者で連携を取り  

ながら、事業化に結びつけていく。そのような方向  

で進めている。したがって、先ほど申し上げた「廃  

タイヤのガス化リサイクルシステム」については、  

当初、企業の中では、技術の検討を行ってきたが、  

それを具体的に事業化するにあたって、補助金等を  

活用きせ、事業採算性を向上させるようにした。こ  

れはエコタウンの仕組みを上手く利用し、事業化に  

結びついた例になる。一企業が実証を繰り返すだけ  

では、早期に事業化することは難しいと考えている。  
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よりプライオイリティの高い上流での新たなるエコ  

タウンが考えられる。リペアをすることで製品の寿  

命を延ばし、そして、市民がリペアを活用し、街づ  

くりとして廃棄物を減らすようになってくる。その  

ようなエコタウンを進めていくことが考えられる。   

エコタウンは、従来の工業団地を再生してのエコ  

団地から、市のレベルでの環境計画にあわせたエコ  

タウンになってきている。私の印象であるが、日本  

のエコタウンは少しずつ変わってきていると思う。  

していくという形で、農業を支援していく。ここで  

は、このような取組みを通して、街ぐるみでエコタ  

ウンを作っている。   

その彼、三重県では、四日市をエコタウンとして  

おり、その例も簡単に紹介ざせて頂く。ここでは三  

菱化学㈱と富士ゼロックス㈱の工場が事業を行って  

いる。富士ゼロックスの製品を作る中で、靡プラを  

ポリエチレンとポリプロピレンにする、リサイクル  

の高度化を行っている。もう1つ三菱化学が闘わっ  

ているのは、バイオプラスチックと呼ばれる生分解  

性のプラスチックである。これは基本的に生分解性  

のプラスチックなので、回収して土に戻せぼ戻る。  

ところがニ コハク酸を入れることで、いいかえると  

生分解性のプラスチックをもう一度、生分解性プラ  

スチックの形でリサイクルすることができる。土に  

戻すより、むしろリサイクルした方がいいというこ  

とで三菱化学がこのようなことに取り組んでいる。   

また四日市ほイオン（イオン㈱・小売業）の発祥  

地でもあるので、街の中で市民がレジ袋をバイオマ  

スの形に変えて、それを回収し、もう一度、その生分  

解性のプラスチックをリサイクルしていくといった  

動きが出てきている。   

エコタウンが、それぞれの市の環境計画とか、あ  

るいは廃棄物計画とつながった形でコラボレーショ  

ンしていくようなエコタウンに変わってきている。   

2つ目に、リサイクル型エコタウンからリデュー  

ス、リユース型へ変わっていくことが考えられる。  

現在、北九州をはじめとして、兵庫県にLてもほと  

んどのエコタウンはリサイクル型であるが、本日、  

われわれが話しているのは、3Rのリユース、リ  

デュースを含めた形での取組みを進めていく循環型  

ビジネスを考えている。エコタウンもリサイクル型  

からリユース型に変わっていかなければならない。  

サーピサイジングやPSS（製品サービスシステム）  

を導入していくと、メンテナンスの機能やリペアの  

機能などを取り入れた、リユース、リデュース型の  

＜水素の利用について＞  

○プライシュゲィッツ   

日高さんへの質問であるが、水素社会において水  

素を生産するとなると、それをどのように分配する  

のか。水素を分配するのには、分散型のインフラが  

コミュニティレベルで必要になってくる。水素を地  

域社会に受け入れるということが必要になってくる  

が、そのあたりについてのご意見をお伺いしたい。  

○日高   

水素をどのように分配していくか、住民の方にど  

のように使っていくのかという質問であるが、水素  

についてはある特定の地域でモデル事業を行ってい  

くことを考えている。水素を普及させるにあたり、市  

民が実際に水素を使い、その中で水素の安全性や水  

素への理解が一般市民の方に深まっていくと思う。   

水素の分配については、先はどのプレゼンテー  

ションで、いろいろな用途が考えられると紹介した。  

ガスエンジンや燃料電池、都市ガスへの混入等々が  

考えられると思う。ガスエンジンであればある程度  

まとまった量をそこで消費して、発電する。燃料電  

池であれば、ある程度の分散型も考えられる。これ  

は、実際のコストとの絡みでどのような使い方があ  

りえるか、どれほどのボリュームで水素を発生し、  

消費していくのかについて、これから決めていく必  

要がある。いずれにしてもある程度水素を使ってい   
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とんど下がらないことがあげられる。「容器包装リ  

サイクル法」の中では、ガラスや金属については、  

再商品化のリサイクルのコストが下がった。また  

ペットボトルについても、中国への輸出等を除いて  

今のところ畷詞に進んでいる。しかし、大きな問痘  

になっているのは、「その他プラ」として分けられて  

いるプラスチックのリサイクルである。これはコス  

トがはとんど下がらない。その理由の1つは、明ら  

かに供給側よりもマテリアルとして再生するする需  

要側の企業が寡占的な体制のためで、（財）容器包装  

リサイクル協会が入札をかけても、高止まりになっ  

ている。   

2つ日に、「その他プラ」の再生量のほとんどが中  

小企業で行うため、中々画期的なマテリアルリサイ  

クルの技術開発ができない。   

それから、もう1つは、回収仰の問題があげられ  

る。これは住民が「その他プラ」の選別が上手くで  

きていないため、かなりの残痘物が混ざっている。  

よって、もう一皮遠別しなければ、マテリアルリサ  

イクルできないという問題がある。市町村側で住民  

に協力を求める形で分別を徹底させ、品質をあげて  

いくことが必要になってくる。   

また、こういった産業構造を考えていかなければ、  

マテリアルのリサイクルコストが高すぎるままであ  

る。建設廃棄物にしても同様である。「分ける」とい  

うのは、彼らの仕事場の中で、かなり作業効率を落  

とす可能性がある。今のところコンクリートや鉄筋、  

セメント、これら3つぐらいがやっと選別できる。  

あと木材もあるが、これはパーティクルボードでし  

か利用できない。建設廃材では、需要がないという  

問題がある。   

リサイクルに関しては、技術開発を進めて、より  

効率が良い形でリサイクルを行い、コストを下げる  

努力をしないとマテリアルリサイクルは難しい。そ  

のために、先ほどの「容器包装リサイクル法」の見  

直しの中で、コストを下げるために、いわゆるサー   

くことが第一であると考えている。  

＜日本におけるマテリアルリサイクルの可能性＞  

○プライシュヴイツツ   

2番目の質問は都鳥先生に対してである。日本に  

おいて製品リサイクルに力点があてられているよう  

に感じたが、ドイツに比べてマテリアルのリサイク  

ルが低いようである。今後罰年の間にマテリアルリ  

サイクルを20％増加させるといった予測もあるよう  

だが、もっと、マテリアルリサイクルに関しての可  

能性に注力する必要があるのではないか。例えば、  

建設インフラの金属の回収とかはどのようになって  

いるかを敢えて］頁きたい。  

○都鳥   

後でヨーロッパにおけるリサイクル状況について  

質問をしようと思っていた。現在、ヨーロッパでは、  

テーマ別の戦略が、かなり大きな影響を与えている  

と思う。「家電リサイクル法」や「自動車リサイク  

ル法」などの製品別ではなく、褒晶リサイクルから  

素材別のリサイクルへ、容界だけのプラスチックな  

どではなく、プラスチックはプラスチックでリサイ  

クルを行うといったマテリアル別のリサイクルを検  

討しており、かなり注目している。   

現在、日本では、「容器包装リサイクル法」の見  

直しを行っていく中で、わが国においてマテリアル  

リサイクルは、やはりコスト高になっている。   

1つ目に、プラスチックのリサイクルコストがほ  
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マルリサイクルというエネルギーリカバリー手法を  

使い、ライバルの競争相手を作ることで、コストが  

下げられるかどうかの検討を行っている。結局のと  

ころ、ゴスト高がマテリアルリサイクルを妨げてい  

る感じがする。  

るなど、日独間で政策的、技術的な交流が進んでい  

る。これからも持続可能な社会に向けて、一層の情  

報交換を進めていければと思う。  

○ベッカー   

本日は、非常に興味深い意見交換ができ、また、  

日本の循環政策と新しいビジネスチャンスのアプ  

ローチを学んだ。実りある議論であったわけだが、  

ここで終わりではない。超えなければならない新し  

い課題がどんどん出てくる。そして、地球は丸いの  

で、私が行うこと、皆さんが行うことは地球のどこ  

かで影響が出てくる。また新Lく成長してきたEU  

の東の加盟国や中国など、こういった国々がこれま  

での私たちのような経済発展を遂げようとしている。  

こういった国々にも同じような環境基準をできるだ  

け早く採用してもらうようにし、社会全体として、  

産業界として真剣に取り組むべき間置がまだ多くあ  

ると思う。  

＜最後に＞  

○神田   

最後にプレゼシターの皆様から一言ずつご意見を  

頂きたい。  

○日高   

今日はドイツの状i兄をいろいろとお聞きでき、大  

変有意義であった。日本でいうエコタウンの取組み  

とアプローチは違うが、ドイツでは「効率化エー  

ジェンシーJを設けて、循環型社会に向けて取組ん  

でいるということがわかった。また、ドイツにおい  

てはバイオマスが非常に進んでおり、日本ではバイ  

オマスの活用は経済的に厳しいと結論が出たのだが、  

ドイツの取組みを参考にして研究ができればと思う。  ○プライシュゲィッツ   

エコタウンとバイオマスについての2つのトピッ  

クについて、ドイツに戻ってからもう一度考えてみ  

たい。バイオマスは、ほぼどこにでもあるので、バイ  

オマスを環境にもビジネズにもプラスとなるよう効  

率よく使うことが重要になってくる。エコタウンに  

関しても同じである。都市が発展すれば、新しい技  

術や政策のインセンチイブを考えなければならなV）。   

また、日本とドイツのパートナーシツプを作って、  

今後とも循環社会を発展させていきたい。  

○郡薦   

日本の中のリサイクルの大きな課題に「食品廃棄  

物リサイクル法」がある。また、「バイオマス・ジャ  

パン」という戦略を立て、バイオマスを活用してい  

こうとしてV）るが、法的な仕組みが非常に難しい。  

生ゴミのコンポストだけでは、すべてのバイオマス  

をまかなえない。したがって、新たに何らかの形で  

用途開発を行わなければならない。例えば、1つに生  

ゴミと家畜の糞尿を混ぜれば、エネルギー効率を上  

げられる。しかしこれは農林水産省の中のそれぞれ  

の課が違うので、中々一緒に混ぜることはできない。  

ざらに規制緩和などを進めていかなければならない。  

我々日本は、バイオマスに関して、ドイツの戦略を  

見習わなければならない。   

その他に関して、資源生産性や循環利用率を高め  

○神田   

先ほどベッカーさんが言われたように、われわれ  

の経済活動はすべて、地球の裏側にも影響を及ぼし  

ている。NRW州でほ「ワンワールドポリシーユニッ  

ト」というのがあるが、ひょうごエコタウンも兵庫  

県のことだけを考えるのではなく、ライフサイクル   
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思考を取り入れて、世界の中のエコタウンとして 界をリードする日独の研究交流を一層進めていく必  

育っていって欲しい。また、ドイツと日本の情報に  要がある。  

ついて、まだまだシェアができていない。3Rで世   以上で、総括セッションを終わらせていただく。  
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閉会の挨拶  

（財）兵庫県環境クリエイトセンター専務理事  

真継  博   

本日は、日本におけるドイツ年を記念した国際ワークショップ「循環ビジネスに関する日独対話」を開催  

させて頂き、大勢の皆様に最後までご参加頂き、また熱心に御議論頂きましたことを感謝申し上げます。   

皆様ご承知のとおり、地球温暖化や資源枯渇といった問題は、非常に大きな間題となりつつあります。  

この21世紀において持続可能な社会にしていくた捌こは、ぜひとも循環型社会の形成が必要であります。そ  

のような中で、本日は「循環ビジネス」をテーマにして、ドイツ、日本の取組みについてご発表頂き、ご議  

論して頂きました。   

私ども兵庫県環境クリエイトセンターは、ひようごエコタウン推進会議の事務局をしている関係で、マテ  

リアルリサイクルを中心に物事を考えているところが多かったのですが、本日、ドイツでの取組みや郡鳥先  

生のお話をお聞き致しておりますと、リペアやリデュースをはじめ、循環ビジネスがいかに多様であるかを  

改めて感じました。また昨年度から中国の広東省とも交流をしていることもありまして、ぜひ本日のお話に  

ありましたこのような循環ビジネスの動きについて、世界に輸が広がっていくよう、私どもも取組みを進め  

ていきたいと考えております。   

本日は、スピーカーの皆様には素晴らしいご発表を頂きまして、お礼を申し上げたいと思います。またこ  

の会をお世話して頂いたスタッフの皆様にも感謝致します。   

今後いっそう日独が協力しながら、それぞれにおいて取組みを進めるとともに、世界にこれらの取組みの  

輪が広がっていくことを祈念しまして、閉会の挨拶とさせていただきます。ありがとうございました。  
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